
人
事
院
は
、
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
一
号
）
等
に
基

づ
き
、
同
法
の
施
行
に
伴
う
給
与
の
支
給
等
の
特
例
に
関
し
次
の
人
事
院
規
則
を
制
定
す
る
。

平
成
二
十
八
年
一
月
二
十
六
日

人
事
院
総
裁

一

宮

な
ほ
み

人
事
院
規
則
九
―
一
四
一

平
成
二
十
七
年
勧
告
改
正
法
の
施
行
に
伴
う
給
与
の
支
給
等
の
特
例

（
定
義
）

第
一
条

こ
の
規
則
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年

法
律
第
百
五
号
。
以
下
「
平
成
二
十
六
年
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
職
員
で
あ
り
、

か
つ
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
前
に
五
十
五
歳
に
達
し
た
者
で
あ
っ
て
、
同
条
の
規
定
に
よ
る
俸
給
を
支
給
さ
れ
る
も

の
を
い
う
。

二

施
行
日

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
一
号
。
以
下
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「
平
成
二
十
七
年
勧
告
改
正
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
日
を
い
う
。

三

改
正
後
の
給
与
法

平
成
二
十
七
年
勧
告
改
正
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
給
与
法
を
い
う
。

四

改
正
前
の
給
与
法

平
成
二
十
七
年
勧
告
改
正
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
給
与
法
を
い
う
。

（
経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員
に
対
す
る
給
与
の
支
給
の
特
例
）

第
二
条

経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員
に
対
す
る
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
日
の
前
日
の
属
す
る
月
の
末
日
ま
で
の

間
に
係
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
給
与
の
支
給
に
当
た
っ
て
は
、
こ
の
規
則
の
規
定
（
第
四
条
の
規
定
を
除
く
。
）
の
適
用
が

な
い
も
の
と
し
た
場
合
に
改
正
後
の
給
与
法
の
規
定
（
平
成
二
十
六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
の
規
定
を
含
む
。
次
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
べ
き
額
（
第
五
号
か
ら
第
八
号
ま
で
及
び
第
十
号
に
あ
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に

掲
げ
る
手
当
の
支
給
さ
れ
る
べ
き
額
の
合
計
額
）
が
、
改
正
前
の
給
与
法
の
規
定
（
平
成
二
十
六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
の

規
定
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
べ
き
額
（
第
五
号
か
ら
第
八
号
ま
で
及
び

第
十
号
に
あ
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
手
当
の
支
給
さ
れ
る
べ
き
額
の
合
計
額
）
に
達
し
な
い
場
合
は
、
改

正
前
の
給
与
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
る
べ
き
額
に
相
当
す
る
額
を
も
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
次
の
各
号
に
掲
げ
る
給
与
の
額
と

す
る
。
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一

俸
給
（
人
事
院
の
定
め
る
場
合
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
）

二

専
門
ス
タ
ッ
フ
職
調
整
手
当

三

地
域
手
当
（
第
五
号
か
ら
第
八
号
ま
で
又
は
第
十
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

四

広
域
異
動
手
当
（
次
号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

五

給
与
法
第
十
一
条
の
八
第
四
項
（
規
則
九
―
一
二
一
（
広
域
異
動
手
当
）
第
六
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
地
域
手
当
及
び
広
域
異
動
手
当
（
そ
れ

ぞ
れ
次
号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

六

給
与
法
第
十
一
条
の
八
第
四
項
及
び
規
則
九
―
五
五
（
特
地
勤
務
手
当
等
）
第
三
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お

け
る
地
域
手
当
、
広
域
異
動
手
当
及
び
特
地
勤
務
手
当
（
そ
れ
ぞ
れ
第
八
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

七

給
与
法
第
十
一
条
の
八
第
四
項
及
び
規
則
九
―
五
五
第
六
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
地
域
手
当
、
広
域

異
動
手
当
及
び
特
地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手
当
（
そ
れ
ぞ
れ
次
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

八

給
与
法
第
十
一
条
の
八
第
四
項
並
び
に
規
則
九
―
五
五
第
三
条
及
び
第
六
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
地

域
手
当
、
広
域
異
動
手
当
、
特
地
勤
務
手
当
及
び
特
地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手
当
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九

特
地
勤
務
手
当
（
第
六
号
、
前
号
又
は
次
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

十

規
則
九
―
五
五
第
三
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
地
域
手
当
及
び
特
地
勤
務
手
当
（
そ
れ
ぞ
れ
第
六
号
又

は
第
八
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

十
一

特
地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手
当
（
第
七
号
又
は
第
八
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

十
二

超
過
勤
務
手
当

十
三

休
日
給

十
四

夜
勤
手
当

十
五

期
末
手
当

十
六

勤
勉
手
当

第
三
条

経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員
（
人
事
院
の
定
め
る
職
員
を
除
く
。
）
に
対
す
る
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

日
の
前
日
の
属
す
る
月
の
末
日
ま
で
の
間
に
係
る
給
与
法
第
十
五
条
そ
の
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
る
給
与
の
減
額
（
人
事
院

の
定
め
る
も
の
に
限
る
。
第
五
条
第
二
項
に
お
い
て
「
第
十
五
条
等
減
額
」
と
い
う
。
）
に
当
た
っ
て
は
、
こ
の
規
則
の
規

定
（
次
条
の
規
定
を
除
く
。
）
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
に
改
正
後
の
給
与
法
の
規
定
に
よ
る
給
与
に
係
る
減
額
さ
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れ
る
べ
き
額
が
、
改
正
前
の
給
与
法
の
規
定
に
よ
る
給
与
に
係
る
減
額
さ
れ
る
べ
き
額
を
超
え
る
場
合
は
、
改
正
前
の
給
与

法
の
規
定
に
よ
る
給
与
に
係
る
減
額
さ
れ
る
べ
き
額
に
相
当
す
る
額
を
も
っ
て
減
額
す
る
額
と
す
る
。

（
平
成
二
十
六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
俸
給
の
特
例
）

第
四
条

平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
規
則
九
―
一
三
九
（
平
成
二
十
六
年
改
正
法
附

則
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
俸
給
）
第
三
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
し
た
職
員
に
対
す
る
平
成
二
十
六
年
改
正

法
附
則
第
七
条
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
俸
給
に
つ
い
て
は
、
同
規
則
第
三
条
又
は
第
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
人
事
院
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

第
五
条

平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
、
経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員
に
つ
い
て
、
改

正
後
の
給
与
法
の
規
定
に
よ
る
俸
給
月
額
か
ら
給
与
法
附
則
第
八
項
第
一
号
に
定
め
る
額
に
相
当
す
る
額
を
減
じ
た
額
と
平

成
二
十
六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
俸
給
の
額
と
の
合
計
額
（
給
与
法
附
則
第
六
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る

職
員
に
あ
っ
て
は
同
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
の
合
計
額
と
し
、
そ
れ
ら
の
合
計
額
に
一
円
未
満
の
端
数

が
あ
る
と
き
は
そ
の
端
数
を
切
り
捨
て
た
額
と
す
る
。
）
が
、
改
正
前
の
給
与
法
の
規
定
に
よ
る
俸
給
月
額
か
ら
給
与
法
附

則
第
八
項
第
一
号
に
定
め
る
額
に
相
当
す
る
額
を
減
じ
た
額
と
平
成
二
十
六
年
改
正
法
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
俸
給
の
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額
と
の
合
計
額
（
給
与
法
附
則
第
六
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
あ
っ
て
は
同
項
の
規
定
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し

た
場
合
の
合
計
額
と
し
、
そ
れ
ら
の
合
計
額
に
一
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
そ
の
端
数
を
切
り
捨
て
た
額
と
す
る
。
）

に
達
し
な
い
と
き
に
お
け
る
規
則
九
―
一
三
九
第
五
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
中
「
切
り
捨
て
た
」
と
あ
る
の

は
、
「
切
り
上
げ
た
」
と
す
る
。

２

前
項
の
規
定
は
、
経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
第
二
条
各
号
に
掲
げ
る
給
与
の
額
及
び
経
過
措
置

額
支
給
特
定
職
員
に
対
す
る
第
十
五
条
等
減
額
の
額
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
場
合
に
お
け
る
平
成
二
十
六
年
改
正
法
附
則
第

七
条
の
規
定
に
よ
る
俸
給
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

（
雑
則
）

第
六
条

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
平
成
二
十
七
年
勧
告
改
正
法
の
施
行
に
伴
う
給
与
の
支
給
等
の
特
例
に
関
し
必

要
な
事
項
は
、
人
事
院
が
定
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

6



（
経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員
に
関
す
る
規
則
九
―
一
三
五
の
規
定
の
読
替
え
）

２

経
過
措
置
額
支
給
特
定
職
員
に
関
す
る
規
則
九
―
一
三
五
（
原
子
力
安
全
基
盤
機
構
解
散
法
附
則
第
五
条
の
規
定
に
よ
る

特
別
の
手
当
）
第
五
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
第
六
条
の
四
」
と
あ
る
の
は
、
「
第
六
条
の
四
、

規
則
九
―
一
四
一
（
平
成
二
十
七
年
勧
告
改
正
法
の
施
行
に
伴
う
給
与
の
支
給
等
の
特
例
）
第
五
条
第
一
項
」
と
す
る
。
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○

人
事
院
規
則
九
―
一
三
五

読
替
表
（
附
則
第
二
項
関
係
）

読

替

後

読

替

前

（
差
額
基
本
手
当
を
俸
給
と
み
な
す
場
合
）

（
差
額
基
本
手
当
を
俸
給
と
み
な
す
場
合
）

第
五
条

（
略
）

第
五
条

（
同
上
）

２

差
額
基
本
手
当
を
受
け
る
原
子
力
規
制
委
員
会
職
員
と
な
っ
た

２

差
額
基
本
手
当
を
受
け
る
原
子
力
規
制
委
員
会
職
員
と
な
っ
た

者
に
係
る
給
与
法
第
十
条
の
五
及
び
第
十
九
条
の
四
並
び
に
附
則

者
に
係
る
給
与
法
第
十
条
の
五
及
び
第
十
九
条
の
四
並
び
に
附
則

第
八
項
及
び
第
十
項
、
任
期
付
職
員
法
第
七
条
第
四
項
、
規
則
九

第
八
項
及
び
第
十
項
、
任
期
付
職
員
法
第
七
条
第
四
項
、
規
則
九

―
五
五
第
六
条
の
二
及
び
第
六
条
の
四
、
規
則
九
―
一
四
一
（
平

―
五
五
第
六
条
の
二
及
び
第
六
条
の
四
並
び
に
規
則
一
六
―
〇
第

成
二
十
七
年
勧
告
改
正
法
の
施
行
に
伴
う
給
与
の
支
給
等
の
特
例

四
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
同
規
則
第
十
三
条
、

）
第
五
条
第
一
項
並
び
に
規
則
一
六
―
〇
第
四
十
四
条
の
規
定
に

第
十
五
条
及
び
第
十
六
条
の
俸
給
月
額
は
、
給
与
法
の
規
定
に
よ

よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
同
規
則
第
十
三
条
、
第
十
五
条
及
び
第
十

る
俸
給
月
額
に
差
額
基
本
手
当
の
月
額
を
加
算
し
た
額
と
す
る

六
条
の
俸
給
月
額
は
、
給
与
法
の
規
定
に
よ
る
俸
給
月
額
に
差
額

基
本
手
当
の
月
額
を
加
算
し
た
額
と
す
る
。
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給実甲第１２００号

平成２８年１月２６日

人 事 院 事 務 総 長

人事院規則９―１４１（平成２７年勧告改正法の施行に伴う給与の

支給等の特例）の運用について（通知）

人事院規則９―１４１（平成２７年勧告改正法の施行に伴う給与の支給等の特

例）（以下「規則」という。）の運用について下記のとおり定めたので、平成２

８年１月２６日以降は、これによってください。

記

第２条関係

この条の第１号の「人事院の定める場合」は、次に掲げる場合とする。

一 一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下「給

与法」という。）第２３条第２項から第５項までの規定により支給する場

合

二 給与法附則第６項本文の規定により半額を減ずる場合

三 日割りによる計算により支給する場合

第３条関係

１ この条の「人事院の定める職員」は、人事院規則９―４９―４５（人事院

規則９―４９（地域手当）の一部を改正する人事院規則）の施行により改定
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された支給割合による地域手当を支給されることとなる職員（地域手当及び

広域異動手当の支給を受ける職員で、これらの手当の支給割合の合計の割合

がその改定の前後で同一であるものを除く。）とする。

２ この条の「人事院の定めるもの」は、次に掲げる規定による給与の減額（

以下「第１５条等減額」という。）とする。

一 給与法第１５条

二 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号）第２

６条第２項

三 一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律（平成６年法律第３３号

）第２０条第３項

四 法科大学院への裁判官及び検察官その他の一般職の国家公務員の派遣に

関する法律（平成１５年法律第４０号）第７条第２項

五 人事院規則１―３９（構造改革特別区域における人事院規則の特例に関

する措置）第２条第４項（同規則第３条第２項又は第４条第２項において

準用する場合を含む。）

六 人事院規則１４―８（営利企業の役員等との兼業）第５項

七 人事院規則１７―２（職員団体のための職員の行為）第６条第７項

３ この条の規定の適用がある場合における給実甲第２８号（一般職の職員の

給与に関する法律の運用方針）第１５条関係第２項に規定する俸給に対応す

る額、地域手当に対応する額及び広域異動手当に対応する額は、それぞれ規

則第１条第４号に規定する改正前の給与法（以下「改正前の給与法」という

。）の規定による額に相当する額とする。

４ 規則第１条第１号に規定する経過措置額支給特定職員（第１項に定める職

員を除く。）に対する平成２７年４月１日から同条第２号に規定する施行日

の前日の属する月の末日までの間に係る第１５条等減額に当たって、規則の

規定（規則第４条の規定を除く。）の適用がないものとした場合の規則第１
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条第３号に規定する改正後の給与法の規定による給与に係る減額されるべき

額と改正前の給与法の規定による給与に係る減額されるべき額が同額である

場合における給実甲第２８号第１５条関係第２項に規定する俸給に対応する

額、地域手当に対応する額及び広域異動手当に対応する額は、それぞれ改正

前の給与法の規定による額に相当する額とする。

第４条関係

この条に規定する職員については、人事院規則９―１３９（平成２６年改正

法附則第７条の規定による俸給）第３条第１項第２号中「対応する俸給月額に

」とあるのは「対応する俸給月額（同日が一般職の職員の給与に関する法律等

の一部を改正する法律（平成２８年法律第１号）の施行の日前であるときは、

同法第１条の規定による改正前の給与法の規定による俸給月額。以下この号に

おいて同じ。）に」と、「と当該降格又は」とあるのは「と当該降格後に受け

ることとなる号俸（当該降格をした日が同法の施行の日前であるときは、規則

９―８―８０（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の一部を改

正する人事院規則）の規定による改正前の規則９―８の規定による号俸）又は

当該」と読み替えて同規則の規定を適用した場合の一般職の職員の給与に関す

る法律等の一部を改正する法律（平成２６年法律第１０５号）附則第７条の規

定による俸給の額に相当する額を、同条第２項又は第３項の規定による俸給と

して支給する。

その他の事項

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成２８年法律

第１号）の施行に伴う給与の支給等の特例に関し、この通達により難い場合に

は、あらかじめ事務総長の承認を得て別段の取扱いをすることができる。

以 上
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事 企 法 ― ２ ６

平成２８年１月２６日

人 事 院 事 務 総 長

「人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間）の運用について

」の一部改正について（通知）

「人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間）の運用について（平成１８

年１２月１５日事企法―６６８）」の一部を下記のとおり改正したので、平成２

８年１月２６日以降は、これによってください。

なお、改正前の「人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間）の運用につ

いて」第１項の表給実甲第１１８０号（平成２６年改正法附則第６条の規定に基

づく号俸の調整について）の欄に掲げられていた人事管理文書の保存期間につい

ては、なお従前の例によってください。

記

第１項の表給実甲第１１８０号（平成２６年改正法附則第６条の規定に基づく

号俸の調整について）の欄を次のように改める。

給実甲第１１９９ 通知書等の写し 通知した日 ５年

号（平成２７年勧

告改正法の施行に

伴い平成２６年改
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正法附則第７条の

規定による俸給の

額が減少した場合

における職員に対

する通知について

）

第１項の表給実甲第１１８１号（人事院規則９―１３９（平成２６年改正法附

則第７条の規定による俸給）の運用について）の欄の次に次のように加える。

給実甲第１２００ その他の事項の承認に関する文 取得の日 ５年

号（人事院規則９ 書等

―１４１（平成２

７年勧告改正法の

施行に伴う給与の

支給等の特例）の

運用について）

以 上
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平成１８年事企法―６６８ 新旧対照表（平成２８年事企法―２６関係）

改 正 後 改 正 前

１ 人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間 １ 人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間

）（以下「規則１―３４」という。）第３条の人 ）（以下「規則１―３４」という。）第３条の人

事院が定める人事管理文書（規則１―３４第２条 事院が定める人事管理文書（規則１―３４第２条

に規定する人事管理文書をいう。以下同じ。）は に規定する人事管理文書をいう。以下同じ。）は

、次の表に掲げる人事管理文書とし、その保存期 、次の表に掲げる人事管理文書とし、その保存期

間は、その区分に応じ、それぞれ同表の基準日の 間は、その区分に応じ、それぞれ同表の基準日の

欄に掲げる日の属する年度の翌年度の４月１日（ 欄に掲げる日の属する年度の翌年度の４月１日（

同日以外の日を起算日とすることが人事管理文書 同日以外の日を起算日とすることが人事管理文書

の適切な管理に資すると認められる場合には、同 の適切な管理に資すると認められる場合には、同

欄に掲げる日から１年以内の日）から起算して同 欄に掲げる日から１年以内の日）から起算して同

表の保存期間の欄に掲げる期間（当該期間以上の 表の保存期間の欄に掲げる期間（当該期間以上の

期間保存することが人事管理文書の適切な管理に 期間保存することが人事管理文書の適切な管理に

資すると認められる場合には、当該期間以上の期 資すると認められる場合には、当該期間以上の期

間）とする。 間）とする。

人事管理文書の区分 基準日 保存期間 人事管理文書の区分 基準日 保存期間

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

給実甲第２ （略） （略） （略） 給実甲第２ （略） （略） （略）

８号（一般 ８号（一般

職の職員の 職の職員の

給与に関す 給与に関す

る法律の運 る法律の運

用方針） 用方針）

給実甲第１ 通知書等の写し 通知した ５年 給実甲第１ 第３の第２項の 作成の日 １０年

１９９号（ 日 １８０号（ 調書等

平成２７年 平成２６年 第２の第３項第 取得の日 ５年

勧告改正法 改正法附則 ３号又は第４の

の施行に伴 第６条の規 承認に関する文

い平成２６ 定に基づく 書等

年改正法附 号俸の調整 第３の第１項の 通知した ５年

則第７条の について） 通知書等の写し 日

規定による

俸給の額が
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減少した場

合における

職員に対す

る通知につ

いて）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

給実甲第１ （略） （略） （略） 給実甲第１ （略） （略） （略）

１８１号（ １８１号（

人事院規則 （略） （略） （略） 人事院規則 （略） （略） （略）

９―１３９ ９―１３９

（平成２６ （平成２６

年改正法附 年改正法附

則第７条の 則第７条の

規定による （略） （略） （略） 規定による （略） （略） （略）

俸給）の運 俸給）の運

用について 用について

） ）

給実甲第１ その他の事項の 取得の日 ５年 （新設）

２００号（ 承認に関する文

人事院規則 書等

９―１４１

（平成２７

年勧告改正

法の施行に

伴う給与の

支給等の特

例）の運用

について）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

２・３ （略） ２・３ （略）
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給 ２ － １ ８

平成２８年１月２６日

各府省給与担当課長 殿

人事院事務総局給与局給与第二課長

給与法等の改正に伴う差額の支給等について（通知）

今回の一般職の職員の給与に関する法律（以下「給与法」という。）等の改

正に伴い、改正後の給与法等に基づき平成２７年４月１日（以下「切替日」と

いう。）に遡及して支給される給与と改正前の給与法等に基づき既に支給され

た給与との差額を支給することとなりますが、当該差額の支給等については、

下記の点に留意の上、速やかに支給するようお取り計らいください。

記

１ 今回の給与法等及び人事院規則の改正により、俸給月額の改定、俸給の特

別調整額の額の改定、初任給調整手当の額の改定、地域手当の支給割合の改

定及び１２月期勤勉手当の成績率の改定が切替日に遡って適用されることに

なるが、これらの改定によるそれぞれの給与の差額のほか、俸給月額、俸給

の特別調整額、地域手当の改定に伴うこれらの給与を基礎として算定される

給与の差額（俸給月額や地域手当等の改定による超過勤務手当、期末手当の

差額等）についても追給が必要となること。

また、切替日以降において、広域異動手当、特地勤務手当を支給された職

員でこれらの手当と地域手当との併給調整の規定の適用を受けたもの及び特

地勤務手当に準ずる手当を支給された職員で当該手当と広域異動手当との併

給調整の規定の適用を受けたものにあっては、俸給月額の改定、俸給の特別

調整額の額の改定、地域手当の支給割合の改定により、併給調整される手当
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についても改正後の給与法等及び人事院規則等に基づき計算された額と既に

支給された額とが異なることがあるため、給与簿等の整理が必要となるこ

と。その際、人事院規則９―４９―４５（人事院規則９―４９（地域手当）

の一部を改正する人事院規則）附則第２項の規定により端数計算の特例が講

じられていることにも留意すること。

なお、切替日から施行日の前日までの間に昇格又は降格をした者等の号俸

については、改正後の人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）に

基づく決定をやり直した方が有利な号俸となる場合にあっては当該有利な決

定を行うこととされ、改正前の人事院規則９―８に基づく決定の方が有利な

号俸となる場合にあっては人事院規則９―８―８０（人事院規則９―８（初

任給、昇格、昇給等の基準）の一部を改正する人事院規則）附則第２項の規

定により、当該決定された号俸のままとすることとされているので、この点

についても遺漏のないよう取り扱うこと。

２ 平成２６年改正法附則第７条の規定による俸給（以下「経過措置額」とい

う。）を受けている職員については、次の点に留意すること。

⑴ 今回の給与法等の改正で俸給月額が改定されることにより経過措置額が

減少するが、引き続き経過措置額の支給対象であり、俸給月額の支給額と

の合計額が同一である場合には、俸給月額に係る追給は必要がないこと。

⑵ 今回の給与法等の改正で俸給月額が改定されることにより経過措置額が

支給されないこととなる場合には、今回の改正により受けることとなった

俸給月額の支給額が、経過措置額の基礎となる額（平成２７年３月３１日

に受けていた俸給月額等）を上回った額に限り、俸給月額に係る追給が必

要となること。

⑶ ⑴、⑵のいずれの場合にも、給実甲第１１９９号（平成２７年勧告改正

法の施行に伴い平成２６年改正法附則第７条の規定による俸給の額が減少

した場合における職員に対する通知について）による職員への通知及び給

与簿等の整理が必要となること。

⑷ 切替日から施行日の前日までの間に降格又は降号をした者の経過措置額

の基礎となる額については、人事院規則９―１４１（平成２７年勧告改正

法の施行に伴う給与の支給等の特例）により、今回の給与法等の改正前の
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額のままとする特例が講じられていること。

３ 給与法附則第８項に基づく減額支給措置の適用があり、かつ、経過措置額

を受ける職員（以下「経過措置額支給特定職員」という。）については、今

回の給与法等の改正後の俸給、地域手当、超過勤務手当、期末手当等の額が

改正前の額に達しない場合等には、人事院規則９―１４１により、切替日か

ら施行の月までの間、改正前の額と同額となるよう措置されていることか

ら、差額を精算する必要はないこと。

４ 切替日以降に係る給与を減額された職員については、切替日以降における

減額の対象時間数に応じて改正後の給与法等に基づき計算された額と既に減

額された額との差額を精算すること。ただし、経過措置額支給特定職員につ

いて人事院規則９―１４１により精算が不要とされる場合等もあるので留意

すること。

５ 切替日以降に離職（死亡を含む。）した職員及び俸給の支給義務者を異に

して移動した職員の差額の支給に当たっても遺漏のないよう措置すること。

なお、俸給の支給義務者を異にして移動した職員の発令の日の前日までの

分の差額は、移動前の俸給の支給義務者において支給し、その支給義務者に

属する給与事務担当者は、改正後の給与法等による支給額の給与種目別内訳

を速やかに移動後の俸給の支給義務者に属する給与事務担当者に通知するこ

と。

６ 差額の支給等における職員別給与簿及び基準給与簿の記入については、給

実甲第５７６号（給与簿等の取扱いについて）第４の第６項第６号及び第７

号並びに第５の第３項の規定により処理すること。

以 上
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職 審 － １ ３

平成２８年１月２６日

各府省庁人事担当課長 殿

人事院事務総局職員福祉局審査課長

給与法の改正に伴う減給の取扱いについて（通知）

一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下「給与法」

という。）改正により俸給の月額が遡及して改定された際は、減給について下記

のとおり取り扱ってください。

記

給与法改正により減給処分発令時の俸給の月額が遡及して改定された際は、改

定後の減給処分発令時の俸給の月額を基礎に減給額の計算を行い、減給額に差額

分がある場合には、給与の差額追給分から差し引いていたところです（昭和３５

年職職－１２７１職員局職員課長）。

この取扱いについて、減給額の差額分の差し引きは減給対象月にかかる給与（

期末・勤勉手当は除く。）の差額追給分の範囲で行えばよく、当該給与の差額追

給分がない場合には、減給額の差額分を差し引く必要はありません。

以 上
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人事院公示第１号

人事院は、人事院規則２―４（人事院の職員に対する権限の委任）第２項の規

定に基づき、人事院規則９―１４１（平成２７年勧告改正法の施行に伴う給与の

支給等の特例）に定める人事院の権限及び所掌事務の一部委任に関し、次のとお

り決定した。

平成２８年１月２６日

人事院総裁 一 宮 なほみ

１ 委任を受ける職員の職名

人事院事務総長

２ 委任する権限及び所掌事務

一 人事院規則９―１４１（平成２７年勧告改正法の施行に伴う給与の支給等

の特例）（以下「規則」という。）第２条第１号の規定に基づき、人事院が

定めることとされている場合について定めること。

二 規則第３条の規定に基づき、人事院が定めることとされている職員及び給

与の減額について定めること。

三 規則第４条の規定に基づき、人事院が定めることとされている事項につい

て定めること。

四 規則第５条第２項の規定に基づき、人事院が定めることとされている場合

について定めること。

五 規則第６条の規定に基づき、人事院が定めることとされている事項につい

て定めること。

３ 委任の効力の発生する日

平成２８年１月２６日

４ 平成２７年人事院公示第２号は、廃止する。
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給与法等の施行に伴う人事院規則及び事務総長通達の一部改正等について

（その他）

平成２８年１月

Ⅰ 改正等の概要

１ 人事院規則９―141（平成27年勧告改正法の施行に伴う給与の支給等の特例）及び

給実甲第1200号（人事院規則９―141（平成27年勧告改正法の施行に伴う給与の支給

等の特例）の運用について）の制定

規則：Ｐ１～Ｐ８、通達：Ｐ９～Ｐ11

⑴ 経過措置額を受ける55歳を超える職員に係る支給等の特例

参考資料：Ｐ22～Ｐ42

平成26年改正法附則第７条の規定による俸給（経過措置額）を受ける55歳を超え

る職員の平成27年４月１日（以下「切替日」という。）から施行日の前日の属する

月の末日までの間に係る給与の支給等に関し、俸給表の遡及改定に伴う計算過程に

おける端数処理に起因して生ずる不利益を防止するための特例措置を講ずる。

［規則第２条、第３条、第５条］

⑵ 施行日前に降格又は降号をした者に係る経過措置額の特例

参考資料：Ｐ43～Ｐ45

切替日から施行日の前日までの間に降格等をした職員の経過措置額の算定基礎額

（平成27年３月31日の俸給月額から降格等による減額分（以下「降格デメリット額」

という。）を差し引いた額）について、降格デメリット額が変動した場合も俸給表

の改正前と同額とする（降格等をした日から、施行日以降においても適用される。）。

［規則第４条］

２ 給２－18（給与法等の改正に伴う差額の支給等について（通知））の制定

通知：Ｐ16～Ｐ18、参考資料Ｐ46～Ｐ49

給与法等の改正に伴い、改正後の給与法等に基づき切替日に遡及して支給される給

与と改正前の給与法等に基づき既に支給された給与との差額を支給する際の留意事項

等について通知する。

Ⅱ 公布（発出）日・施行日

これらの規則及び通達（通知）は、改正法の公布の日に公布（通達（通知）にあって

は発出）し、公布の日から施行する。

以 上
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規
則

９
―

１
４

１
（
平

成
2
7
年

勧
告

改
正

法
の

施
行

に
伴

う
給

与
の

支
給

等
の

特
例

）
第

１
条

～
第

３
条

及
び

第
５

条
の

概
要

平
成

2
7
年

人
事

院
勧

告
に

基
づ

く
給

与
法

の
改

正
に

よ
り

、
平

成
2
7
年

４
月

１
日

（
以

下
「
切

替
日

」
と

い
う

。
）
に

遡
及

し
て

俸
給

月
額

が
改

定
さ

れ
る

こ
と

に
伴

い
、

行

(一
)６

級
相

当
級

以
上

の
職

員
で

5
5
歳

を
超

え
る

者
で

あ
っ

て
、

平
成

2
6
年

改
正

法
附

則
第

７
条

の
規

定
に

よ
る

俸
給

（
以

下
「
経

過
措

置
額

」
と

い
う

。
）
を

支
給

さ
れ

る
職

員
に

つ
い

て
、

各
給

与
費

目
の

算
出

時
の

端
数

処
理

に
よ

り
、

給
与

の
支

給
額

が
数

円
減

少
す

る
場

合
が

あ
る

た
め

、
特

例
措

置
を

講
じ

、
遡

及
的

な
不

利
益

を
生

じ
な

い
よ

う
に

す
る

。

○
対

象
と

な
る

職
員

：
経

過
措

置
額

支
給

特
定

職
員

行
(一

)６
級

相
当

級
（
※

１
）
以

上
で

あ
り

、
5
5
歳

を
超

え
る

者
で

あ
っ

て
、

平
成

2
7
年

勧
告

改
正

法
に

よ
る

俸
給

表
改

正
後

も
引

き
続

き
経

過
措

置
額

が
支

給
さ

れ
る

職
員

（
※

１
）

行
(一

)６
級

相
当

級
：
給

与
法

附
則

第
８

項
の

表
の

職
務

の
級

欄
に

掲
げ

る
職

務
の

級

○
措

置
概

要
Ⅰ

俸
給

①
改

正
後

の
額

が
改

正
前

の
額

に
達

し
な

い
場

合
に

は
、

規
則

９
―

１
３

９
第

５
条

の
規

定
に

よ
り

切
り

捨
て

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
経

過
措

置
額

の
１

円
未

満
の

端
数

を
切

り
上

げ
る

（
特

例
規

則
第

５
条

第
１

項
）
。

②
人

事
院

の
定

め
る

場
合

に
は

、
Ⅱ

と
同

様
の

措
置

（
特

例
規

則
第

２
条

）
。

Ⅱ
地

域
手

当
、

専
門

ス
タ

ッ
フ

職
調

整
手

当
、

広
域

異
動

手
当

、
特

地
勤

務
手

当
（
準

ず
る

手
当

を
含

む
。

）
、

超
過

勤
務

手
当

、
休

日
給

、
夜

勤
手

当
、

期
末

手
当

、
勤

勉
手

当
・

改
正

後
の

額
（
※

２
）
が

改
正

前
の

額
に

達
し

な
い

場
合

に
は

、
改

正
前

の
額

に
相

当
す

る
額

を
支

給
す

る
（
特

例
規

則
第

２
条

）
。

Ⅲ
減

額
①

改
正

後
の

額
（
※

２
）
が

改
正

前
の

額
を

超
え

る
場

合
に

は
、

改
正

前
の

額
に

相
当

す
る

額
を

減
額

す
る

（
特

例
規

則
第

３
条

）
。

②
俸

給
、

地
域

手
当

及
び

広
域

異
動

手
当

か
ら

そ
れ

ぞ
れ

減
じ

る
額

が
改

正
前

の
額

を
超

え
な

い
よ

う
、

措
置

を
講

じ
る

（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
３

項
、

第
４

項
）
。

（
※

２
）

Ⅰ
①

（
特

例
規

則
第

５
条

第
１

項
）
の

特
例

の
適

用
が

あ
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

経
過

措
置

額
の

１
円

未
満

の
端

数
を

切
り

捨
て

た
額

を
用

い
て

算
定

す
る

。

○
特

例
期

間
Ⅰ

①
：
切

替
日

か
ら

施
行

日
の

前
日

（
平

成
2
8
年

１
月

2
5
日

）
ま

で
Ⅰ

②
、

Ⅱ
、

Ⅲ
：
切

替
日

か
ら

施
行

日
の

前
日

の
属

す
る

月
の

末
日

（
平

成
2
8
年

１
月

3
1
日

）
ま

で

特
例

規
則

･･
･人

事
院

規
則

９
―

１
４

１
（
平

成
2
7
年

勧
告

改
正

法
の

施
行

に
伴

う
給

与
の

支
給

等
の

特
例
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特

例
通

達
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甲
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０
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人

事
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規
則

９
―

１
４
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行
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給
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運
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つ

い
て

）
1
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９
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３

９
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２
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８
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ど
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４
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２
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Ⅰ
俸

給
②

【
概

要
】

＜
俸

給
の

支
給

の
特

例
＞

（
特

例
規

則
第

２
条

）

に
お

い
て

、
改

正
後

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
俸

給
が

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

俸
給

に
達

し
な

い
場

合
に

は
、

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
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り
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給
さ

れ
る
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き

俸
給

に
相

当
す

る
額

を
支

給
す

る
（
特

例
規

則
第

２
条

）
。

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

額
が

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

額
と

同
額

又
は

そ
の

額
を

超
え

る
場

合
に

は
、

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
俸

給
を

支
給

す
る

（
特

例
規

則
第

２
条

は
適

用
さ

れ
な

い
）
。

改
正

前
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

俸
給

（
※

１
）

改
正

前
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

俸
給

（
※

１
）

に
相

当
す

る
額

を
支

給
す

る

改
正

後
の

規
定

（
※

２
）
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
俸

給
（
※

１
）

＞ ≦
改

正
前

の
規

定
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
俸

給
（
※

１
）

改
正

後
の

規
定

（
※

２
）
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
俸

給
（
※

１
）

改
正

後
の

規
定

（
※

３
）
に

よ
り

俸
給

を
支

給
す

る

※
１

支
給

さ
れ

る
べ

き
俸

給
は

給
与

法
附

則
第

８
項

の
規

定
に

よ
る

減
額

後
の

額
（
給

与
法

第
１

５
条

等
の

規
定

の
適

用
を

受
け

る
場

合
に

は
、

同
条

の
規

定
に

よ
る

減
額

前
の

額
）
と

す
る

。

【
留

意
事

項
】

○
平

成
2
8
年

１
月

（
施

行
日

の
前

日
の

属
す

る
月

）
に

、
施

行
日

の
前

日
ま

で
特

例
規

則
第

５
条

第
１

項
の

適
用

が
あ

っ
た

場
合

に
は

、
施

行
日

に
お

い
て

俸
給

の
支

給
額

に
変

動
が

生
じ

る
た

め
、

日
割

計
算

に
よ

り
俸

給
が

支
給

さ
れ

る
場

合
と

し
て

取
り

扱
う

こ
と

と
な

る
。

○
上

記
（
Ａ

）
（
Ｂ

）
の

場
合

に
お

い
て

は
、

経
過

措
置

額
は

特
例

規
則

第
５

条
第

１
項

の
適

用
が

な
い

も
の

と
し

て
計

算
し

た
額

を
支

給
す

る
こ

と
と

な
る

が
、

職
員

に
通

知
す

る
経

過
措

置
額

は
特

例
規

則
第

５
条

第
１

項
の

適
用

後
の

額
を

用
い

る
。

○
給

与
法

第
２

３
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
休

職
給

と
し

て
支

給
さ

れ
る

俸
給

に
は

特
例

規
則

第
２

条
は

適
用

さ
れ

な
い

（
日

割
計

算
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
場

合
を

除
く
。

）
。

（
１

）
給

与
法

第
２

３
条

第
２

項
か

ら
第

５
項

ま
で

の
規

定
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
場

合
（
２

）
俸

給
が

半
額

を
減

ぜ
ら

れ
る

場
合

（
３

）
日

割
計

算
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
場

合
（
特

例
通

達
第

２
条

関
係

第
１

項
）

特
例

規
則

第
２

条
適

用

※
２

、
３

特
例

規
則

第
２

条
に

お
い

て
「
改

正
後

の
規

定
」
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
俸

給
を

算
定

す
る

場
合

及
び

同
条

が
適

用
さ

れ
ず

に
改

正
後

の
規

定
に

よ
り

俸
給

を
支

給
す

る
場

合
に

お
い

て
は

、
第

５
条

第
１

項
（
経

過
措

置
額

の
端

数
切

上
げ

）
の

規
定

の
適

用
は

な
い

も
の

と
し

て
取

り
扱

う
（
特

例
規

則
第

２
条

、
第

５
条

第
２

項
）
。

(A
)

(B
)

3

H
2
7
.4

.1
か

ら
H

2
8
.1

.3
1
ま

で
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俸
給

月
額

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

俸
給

の
支

給
額

(a
)

a×
1
.5

%
　

(b
)

(c
)

a-
b+

c

改
正

後
（
施

行
日

の
前

日
ま

で
）

3
9
4
,9

0
0

5
,9

2
3
.5

6
,7

9
7

3
9
5
,7

7
3
.5

改
正

後
（
施

行
日

以
降

）
3
9
4
,9

0
0

5
,9

2
3
.5

6
,7

9
6

3
9
5
,7

7
2
.5

(A
)

(A
+
B

)×
8
0
/
1
0
0
　

(C
)

C
-
D

3
4
2
,2

0
0

2
7
3
,7

6
0
.0

4
,1

0
6
.4

2
6
9
,6

5
3
.6

改
正

前
3
3
5
,5

0
0

6
,5

9
9
.5

2
7
3
,6

7
9
.2

4
,0

2
6
.0

2
6
9
,6

5
3
.0

改
正

後
3
3
6
,7

0
0

5
,4

1
7
.5

2
7
3
,6

9
3
.6

4
,0

4
0
.4

2
6
9
,6

5
2
.6

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

俸
給

の
支

給
額

（
休

職
給

）
俸

給
月

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

さ
れ

る
前

の
俸

給
（
休

職
給

）

経
過

措
置

額
(H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
)

(B
)

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

A
×

1
.5

%
×

8
0
/
1
0
0

（
D

）

俸
給

月
額

俸
給

月
額

×
1
.5

/
1
0
0

経
過

措
置

額
（
特

例
前

）
（
H

2
7
.3

.3
1と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

(A
)

(B
)

(C
)

4
0
1
,8

0
0

6
,0

2
7
.0

3
9
5
,7

7
3
.0

改
正

前
3
9
3
,8

0
0

5
,9

0
7
.0

7
,8

80
.0

3
9
5
,7

7
3
.0

改
正

後
3
9
4
,9

0
0

5
,9

2
3
.5

6
,7

96
.5

3
9
5
,7

7
2
.5

～
H

2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

A
-
B

+
C

改
正

前
の

俸
給

（
休

職
給

）
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
2
6
9
,6

5
3
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

（
５

）
月

の
全

て
の

期
間

に
お

い
て

休
職

の
例

（
６

）
平

成
2
8
年

１
月

（
施

行
日

の
前

日
の

属
す

る
月

）
に

お
い

て
、

施
行

日
前

後
で

特
例

規
則

第
５

条
第

１
項

（
経

過
措

置
額

の
端

数
切

上
げ

）
の

適
用

が
な

く
な

り
俸

給
の

額
が

変
動

す
る

例

改
正

前
の

俸
給

の
支

給
額

に
相

当
す

る
額

（
3
9
5
,7

7
3
）
を

も
っ

て
平

成
2
8
年

１
月

（
施

行
日

の
前

日
の

属
す

る
月

）
の

支
給

額
と

す
る

（
特

例
規

則
第

２
条

）
。

※
施

行
日

以
降

に
お

い
て

は
、

特
例

規
則

第
５

条
第

１
項

の
適

用
を

受
け

な
い

た
め

俸
給

の
額

が
１

円
減

少
し

日
割

計
算

を
行

う
こ

と
に

な
る

が
、

改
正

後
の

俸
給

の
支

給
額

が
改

正
前

の
俸

給
の

支
給

額
を

上
回

る
こ

と
は

な
い

。
よ

っ
て

、
実

務
上

、
日

割
計

算
を

行
う

必
要

は
な

く
、

改
正

前
の

俸
給

の
支

給
額

を
も

っ
て

同
月

の
支

給
額

と
す

れ
ば

よ
い

。

行
(一

)６
級

1
0
号

俸
休

職
給

率
：
8
0
/
1
0
0

行
(一

)６
級

4
4
号

俸

特
例

規
則

第
５

条
第

１
項

（
経

過
措

置
額

の
端

数
切

上
げ

）
適

用
後

※
特

例
規

則
第

５
条

第
１

項
の

適
用

は
施

行
日

の
前

日
ま

で

Ⅰ
俸

給
②

【
具

体
例

】
―

１

4
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行
（
一

）
税

務
合

計
（
A
）

行
（
一

）
税

務
合

計
（
B

）

改
正

前
1
9
3
,8

9
7
.8

2
6

2
5
7
,8

8
9
.4

7
8

4
5
1
,7

8
7
.3

0
4

2
,8

5
0
.6

5
2

3
,7

9
4
.0

2
2

6
,6

4
4
.6

7
4

4
4
5
,1

4
2
.3

2
7

改
正

後
1
9
3
,9

0
4
.7

8
3

2
5
7
,8

9
9
.0

8
7

4
5
1
,8

0
3
.8

7
0

2
,8

5
7
.8

2
6

3
,8

0
3
.3

4
8

6
,6

6
1
.1

7
4

4
4
5
,1

4
1
.8

2
6

日
割

計
算

後
の

俸
給

の
支

給
額

（
A
－

B
）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

日
割

計
算

後
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

（
A
）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

（
B

）

改
正

前
3
9
6
,9

8
1

5
,8

3
8
.0

3
9
1
,1

4
3
.0

1
3
2
,3

2
7

1
,9

4
6
.0

1
3
0
,3

8
1
.0

2
6
0
,7

6
2

改
正

後
3
9
6
,9

9
8

5
,8

5
4
.5

3
9
1
,1

4
3
.5

1
3
2
,3

3
2

1
,9

5
1
.5

1
3
0
,3

8
0
.5

2
6
0
,7

6
3

当
該

月
の

支
給

額
前

任
庁

に
お

け
る

俸
給

の
支

給
額

後
任

庁
に

お
け

る
俸

給
の

支
給

額
（
A
－

B
）

改
正

前
の

日
割

計
算

後
の

俸
給

の
支

給
額

に
相

当
す

る
額

（
4
4
5
,1

4
2
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

（
７

）
月

の
途

中
で

俸
給

の
額

に
異

動
が

あ
っ

た
例

（
例

：
俸

給
表

異
動

が
あ

っ
た

場
合

）

税
務

７
級

4
6
号

俸
勤

務
日

数
：
1
3
/
2
3

改
正

前
：
俸

給
月

額
4
4
7
,5

0
0

経
過

措
置

額
8
,7

6
6

改
正

後
：
俸

給
月

額
4
4
8
,6

0
0

経
過

措
置

額
7
,6

8
3

俸
給

表
異

動

行
(一

)７
級

4
7
号

俸
勤

務
日

数
：
1
0
/
2
3

改
正

前
：
俸

給
月

額
4
3
7
,1

0
0

経
過

措
置

額
8
,8

6
5

改
正

後
：
俸

給
月

額
4
3
8
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

（
８

）
月

の
途

中
で

俸
給

の
支

給
義

務
者

を
異

に
し

て
移

動
が

あ
っ

た
例

（
俸

給
の

額
の

変
動

は
な

し
）

支
給

義
務

者
を

異
に

す
る

移
動

行
(一

)６
級

4
0
号

俸
勤

務
日

数
：
7
/
2
1

改
正

前
：
俸

給
月

額
3
8
9
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

改
正

後
：
俸

給
月

額
3
9
0
,3

0
0

経
過

措
置

額
6
,6

9
8

前
任

庁
後

任
庁

行
(一

)６
級

4
0
号

俸
勤

務
日

数
：
1
4
/
2
1

改
正

前
：
俸

給
月

額
3
8
9
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

改
正

後
：
俸

給
月

額
3
9
0
,3

0
0

経
過

措
置

額
6
,6

9
8

前
任

庁
：
改

正
前

の
日

割
計

算
後

の
俸

給
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
1
3
0
,3

8
1
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

後
任

庁
：
人

事
院

規
則

９
―

７
第

３
条

第
１

項

に
よ

っ
て

算
出

さ
れ

た
改

正
後

の
俸

給
（
2
6
0
,7

6
3
）
を

支
給

す
る

。
（
後

任
庁

は
、

前
任

庁
に

お
け

る
改

正
後

の
支

給
額

を
特

例
規

定
の

適
用

が
な

い
額

（
13
0,
38

0）
と

し
て

改
正

後
の

計
算

を
行

う
）

Ⅰ
俸

給
②

【
具

体
例

】
―

２

5
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給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

（
A
）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

（
B

）

改
正

前
2
5
8
,9

0
0

3
,8

0
7
.3

9
1

2
5
5
,0

9
2
.6

0
8

1
1
0
,4

6
4

1
,6

2
4
.4

8
7

1
0
8
,8

3
9
.5

1
3

3
6
3
,9

3
1

改
正

後
2
5
8
,9

1
1

3
,8

1
8
.1

5
2

2
5
5
,0

9
2
.8

4
8

1
1
0
,4

6
8

1
,6

2
9
.0

7
8

1
0
8
,8

3
8
.9

2
1

3
6
3
,9

3
0

休
職

前
の

俸
給

の
支

給
額

休
職

後
の

俸
給

の
支

給
額

当
該

月
の

俸
給

の
支

給
額

(A
+
B

)

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

改
正

前
2
9
7
,3

1
0

4
,3

7
1

2
9
2
,9

3
9

1
5
2
,0

8
8

2
,2

3
7
.5

1
4
9
,8

5
0
.5

改
正

後
2
9
7
,3

2
0

4
,3

8
2

2
9
2
,9

3
8

1
5
2
,0

9
4

2
,2

4
3
.0

1
4
9
,8

5
1
.0

前
任

庁
に

お
け

る
俸

給
の

支
給

額
後

任
庁

に
お

け
る

俸
給

の
支

給
額

（
９

）
月

の
途

中
で

俸
給

の
支

給
義

務
者

を
異

に
し

て
移

動
し

、
か

つ
、

俸
給

の
額

に
異

動
が

あ
っ

た
例

（
例

：
俸

給
表

異
動

が
あ

っ
た

場
合

）

税
務

７
級

4
6
号

俸
勤

務
日

数
：
7
/
2
1

改
正

前
：
俸

給
月

額
4
4
7
,5

0
0

経
過

措
置

額
8
,7

6
6

改
正

後
：
俸

給
月

額
4
4
8
,6

0
0

経
過

措
置

額
7
,6

8
3

支
給

義
務

者
を

異
に

す
る

移
動

・
俸

給
表

異
動

行
㈠

７
級

4
7
号

俸
勤

務
日

数
：
1
4
/
2
1

改
正

前
：
俸

給
月

額
4
3
7
,1

0
0

経
過

措
置

額
8
,8

6
5

改
正

後
：
俸

給
月

額
4
3
8
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

（
1
0
）

月
の

途
中

で
休

職
と

な
っ

た
例

（
当

該
月

の
俸

給
の

支
給

額
の

総
額

が
改

正
前

に
比

べ
て

減
少

）

休
職

発
令

（
支

給
割

合
：
8
0
/
1
0
0
）

行
㈠

６
級

4
0
号

俸
休

職
前

勤
務

日
数

：
1
5
/
2
3

改
正

前
：
俸

給
月

額
3
8
9
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

改
正

後
：
俸

給
月

額
3
9
0
,3

0
0

経
過

措
置

額
6
,6

9
8

行
㈠

６
級

4
0
号

俸
休

職
中

の
勤

務
日

数
：
8
/
2
3

改
正

前
：
俸

給
月

額
3
8
9
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

改
正

後
：
俸

給
月

額
3
9
0
,3

0
0

経
過

措
置

額
6
,6

9
8

休
職

前
：
改

正
前

の
日

割
計

算
後

の
俸

給
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
2
5
5
,0

9
2
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

休
職

後
：
改

正
前

の
日

割
計

算
後

の
俸

給
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
1
0
8
,8

3
9
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

前
任

庁
後

任
庁

前
任

庁
：
改

正
前

の
日

割
計

算
後

の
俸

給
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
2
9
2
,9

3
9
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

後
任

庁
：
改

正
後

の
日

割
計

算
後

の
俸

給
（
1
4
9
,8

5
1
）
を

支
給

す
る

。

Ⅰ
俸

給
②

【
具

体
例

】
―

３

改
正

前
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

6
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給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

（
A
）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

額
給

与
法

附
則

第
８

項
に

よ
り

減
額

す
る

額
支

給
額

（
B

）

改
正

前
1
0
3
,5

6
0

1
,5

2
2
.9

5
7

1
0
2
,0

3
7
.0

4
3

2
3
4
,7

3
6

3
,4

5
2
.0

3
5

2
3
1
,2

8
3
.9

6
5

3
3
3
,3

2
0

改
正

後
1
0
3
,5

6
4

1
,5

2
7
.2

6
1

1
0
2
,0

3
6
.7

3
9

2
3
4
,7

4
6

3
,4

6
1
.7

9
1

2
3
1
,2

8
4
.2

0
9

3
3
3
,3

2
0

休
職

前
の

俸
給

の
支

給
額

休
職

後
の

俸
給

の
支

給
額

当
該

月
の

俸
給

の
支

給
額

(A
+
B

)

（
参

考
）

月
の

途
中

で
休

職
と

な
っ

た
例

（
当

該
月

の
俸

給
の

支
給

額
の

総
額

が
改

正
前

後
で

同
額

で
あ

る
が

、
休

職
前

後
の

俸
給

の
支

給
額

が
改

正
前

後
で

変
動

）

休
職

発
令

（
支

給
割

合
：
8
0
/
1
0
0
）

行
㈠

６
級

4
0
号

俸
休

職
前

勤
務

日
数

：
6
/
2
3

改
正

前
：
俸

給
月

額
3
8
9
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

改
正

後
：
俸

給
月

額
3
9
0
,3

0
0

経
過

措
置

額
6
,6

9
8

行
㈠

６
級

4
0
号

俸
休

職
中

の
勤

務
日

数
：
1
7
/
2
3

改
正

前
：
俸

給
月

額
3
8
9
,2

0
0

経
過

措
置

額
7
,7

8
1

改
正

後
：
俸

給
月

額
3
9
0
,3

0
0

経
過

措
置

額
6
,6

9
8

休
職

前
後

と
も

に
改

正
後

の
日

割
計

算
後

の
俸

給
を

支
給

す
る

（
休

職
前

：
1
0
2
,0

3
6
、

休
職

後
：
2
3
1
,2

8
4
）
。

（
特

例
規

則
第

２
条

の
対

象
と

は
な

ら
な

い
）

Ⅰ
俸

給
②

【
具

体
例

】
―

４

7
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Ⅱ
手

当
【
概

要
】

＜
手

当
の

支
給

の
特

例
＞

（
特

例
規

則
第

２
条

）

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

手
当

額
が

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

手
当

額
に

達
し

な
い

場
合

に
は

、
改

正
前

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
手

当
額

に
相

当
す

る
額

を
支

給
す

る
（
※

１
）

（
特

例
規

則
第

２
条

）
。

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

額
が

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

額
と

同
額

又
は

そ
の

額
を

超
え

る
場

合
に

は
、

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
手

当
額

を
支

給
す

る
（
特

例
規

則
第

２
条

は
適

用
さ

れ
な

い
）
。

改
正

前
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

手
当

額
（
※

２
）

改
正

前
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

手
当

額
（
※

２
）

に
相

当
す

る
額

を
支

給
す

る

改
正

後
の

規
定

（
※

３
）
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
手

当
額

（
※

２
）

＞ ≦
改

正
前

の
規

定
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
手

当
額

（
※

２
）

改
正

後
の

規
定

（
※

３
）
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
手

当
額

（
※

２
）

改
正

後
の

規
定

（
※

４
）
に

よ
り

手
当

額
を

支
給

す
る

特
例

規
則

第
２

条
適

用

※
３

、
４

特
例

規
則

第
２

条
に

お
い

て
「
改

正
後

の
規

定
」
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
手

当
額

を
算

定
す

る
場

合
及

び
同

条
が

適
用

さ
れ

ず
に

改
正

後
の

規
定

に
よ

り
手

当
額

を
支

給
す

る
場

合
に

お
い

て
は

、
算

定
の

基
礎

と
な

る
俸

給
及

び
各

手
当

額
に

つ
い

て
第

５
条

第
１

項
（
経

過
措

置
額

の
端

数
切

上
げ

）
の

規
定

の
適

用
は

な
い

も
の

と
し

て
取

り
扱

う
（
特

例
規

則
第

２
条

、
第

５
条

第
２

項
）
。

(A
)

(B
)

※
１

地
域

手
当

、
広

域
異

動
手

当
等

に
つ

い
て

併
給

調
整

を
受

け
て

い
る

場
合

に
は

、
当

該
併

給
調

整
を

受
け

て
い

る
手

当
に

係
る

「
改

正
前

の
規

定
」
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
そ

れ
ら

の
手

当
額

の
合

計
額

が
「
改

正
後

の
規

定
」
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
そ

れ
ら

の
手

当
額

の
合

計
額

に
達

し
な

い
場

合
に

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
手

当
に

係
る

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
支

給
さ

れ
る

べ
き

手
当

額
に

相
当

す
る

額
を

支
給

す
る

（
同

額
又

は
超

え
る

場
合

に
は

、
そ

れ
ぞ

れ
改

正
後

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
り

手
当

額
を

支
給

す
る

）
。

※
２

支
給

さ
れ

る
べ

き
手

当
額

は
給

与
法

附
則

第
８

項
の

規
定

に
よ

る
減

額
後

の
額

（
給

与
法

第
１

５
条

等
の

規
定

の
適

用
を

受
け

る
場

合
に

は
、

同
条

の
規

定
に

よ
る

減
額

前
の

額
）
と

す
る

。
ま

た
、

平
成

2
8
年

１
月

（
施

行
日

の
前

日
の

属
す

る
月

）
の

「
改

正
前

の
規

定
に

よ
り

支
給

さ
れ

る
べ

き
手

当
額

」
に

つ
い

て
は

、
月

の
末

日
ま

で
改

正
前

の
規

定
が

適
用

さ
れ

る
も

の
と

し
て

計
算

す
る

。 8

H
2
7
.4

.1
か

ら
H

2
8
.1

.3
1
ま

で
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俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

地
域

手
当

（
A

+
B

）
×

1
0
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

A
×

1
0
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

地
域

手
当

の
支

給
額

C
-
D

4
0
1
,8

0
0

-
4
0
,1

8
0
.0

6
0
2
.7

0
3
9
,5

7
7
.3

0

改
定

前
3
9
3
,8

0
0

7
,8

8
0
.0

4
0
,1

6
8
.0

5
9
0
.7

0
3
9
,5

7
7
.3

0

改
定

後
3
9
4
,9

0
0

6
,7

9
6
.5

4
0
,1

6
9
.6

5
9
2
.3

5
3
9
,5

7
6
.6

5

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

地
域

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

1
8
％

　
（
C

)
【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

1
8
.5

％
　

（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
1
8
％

×
1
.5

%
　

（
D

）
【
改

定
後

】
A

×
1
8
.5

％
×

1
.5

%
（
D

）

地
域

手
当

の
支

給
額

C
-
D

4
0
1
,8

0
0

-
7
2
,3

2
4
.0

0
1
,0

8
4
.8

6
7
1
,2

3
9
.1

4

改
定

前
3
9
3
,8

0
0

7
,8

8
0
.0

7
2
,3

0
2
.4

0
1
,0

6
3
.2

6
7
1
,2

3
8
.7

4

改
定

後
3
9
4
,9

0
0

6
,7

9
6
.5

7
4
,3

1
3
.7

6
1
,0

9
5
.8

4
7
3
,2

1
7
.1

6

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

改
正

前
の

地
域

手
当

の
支

給
額

に
相

当
す

る
額

（
3
9
,5

7
7
）を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

（
１

）
地

域
手

当
の

例
（
支

給
割

合
の

改
定

が
な

い
場

合
）

改
正

後
の

地
域

手
当

の
額

（7
3,
21

7）
を

支
給

す
る

。
（
特

例
規

則
第

２
条

の
対

象
と

は
な

ら
な

い
）

行
(一

)６
級

4
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
1
0
/
1
0
0

行
(一

)６
級

4
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
1
8
/
1
0
0

（
改

定
後

）
1
8
.5

/
1
0
0

Ⅱ
手

当
【
具

体
例

】
―

１

（
２

）
地

域
手

当
の

例
（
支

給
割

合
の

改
定

が
あ

る
場

合
）

9
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俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

地
域

手
当

（
A

+
B

）
×

6
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

A
×

6
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

地
域

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
X

)

4
1
4
,8

0
0

-
2
4
,8

8
8
.0

0
3
7
3
.3

2
2
4
,5

1
4
.0

0

改
定

前
4
0
2
,4

0
0

1
2
,2

1
4
.0

2
4
,8

7
6
.8

4
3
6
2
.1

6
2
4
,5

1
3
.8

4

改
定

後
4
0
3
,5

0
0

1
1
,1

3
0
.5

2
4
,8

7
7
.8

0
3
6
3
.1

5
2
4
,5

1
3
.8

5

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

広
域

異
動

手
当

（
A

+
B

）
×

2
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

A
×

2
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

広
域

異
動

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
Y

）

4
1
4
,8

0
0

-
8
,2

9
6
.0

0
1
2
4
.4

4
8
,1

7
1
.0

0

改
定

前
4
0
2
,4

0
0

1
2
,2

1
4
.0

8
,2

9
2
.2

8
1
2
0
.7

2
8
,1

7
1
.2

8

改
定

後
4
0
3
,5

0
0

1
1
,1

3
0
.5

8
,2

9
2
.6

0
1
2
1
.0

5
8
,1

7
0
.9

5
H

2
7
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

地
域

手
当

と
広

域
異

動
手

当
の

合
計

額
X

＋
Y

3
2
,6

8
5

3
2
,6

8
4

3
2
,6

8
3

地
域

手
当

の
支

給
額

と
広

域
異

動
手

当
の

支
給

額
と

の
合

計
額

に
よ

る
比

較
を

行
い

、
改

正
前

の
地

域
手

当
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
2
4
,5

1
3
）
及

び
改

正
前

の
広

域
異

動
手

当
に

相
当

す
る

額
（
8
,1

7
1
）
を

も
っ

て
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

月
の

支
給

額
と

す
る

。

（
３

）
併

給
調

整
の

例
（
地

域
手

当
の

支
給

割
合

の
改

定
が

な
い

場
合

）

行
(一

)６
級

6
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
6
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

の
支

給
割

合
：
2
/
1
0
0

Ⅱ
手

当
【
具

体
例

】
―

２

10

地
域

手
当

広
域

異
動

手
当
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地
域

手
当

と
広

域
異

動
手

当
の

合
計

額
X

＋
Y

3
1
,6

6
1

3
1
,6

6
0

3
1
,6

5
9

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

地
域

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

5
％

　
（
C

)
【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

7
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
5
％

×
1
.5

%
　

（
D

）
【
改

定
後

】
A

×
7
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

地
域

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
X

)

4
0
1
,8

0
0

-
2
0
,0

9
0
.0

0
3
0
1
.3

5
0

1
9
,7

8
8
.6

5
0

改
定

前
3
9
3
,8

0
0

7
,8

8
0
.0

2
0
,0

8
4
.0

0
2
9
5
.3

5
0

1
9
,7

8
8
.6

5
0

改
定

後
3
9
4
,9

0
0

6
,7

9
6
.5

2
8
,1

1
8
.7

2
4
1
4
.6

4
5

2
7
,7

0
3
.3

5
5

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

広
域

異
動

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

3
％

　
（
C

)
【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

1
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
3
％

×
1
.5

%
　

（
D

）
【
改

定
後

】
A

×
1
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

広
域

異
動

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
Y

)

4
0
1
,8

0
0

-
1
2
,0

5
4
.0

0
1
8
0
.8

1
0

1
1
,8

7
3
.1

9
0

改
定

前
3
9
3
,8

0
0

7
,8

8
0
.0

1
2
,0

5
0
.4

0
1
7
7
.2

1
0

1
1
,8

7
2
.7

9
0

改
定

後
3
9
4
,9

0
0

6
,7

9
6
.5

4
,0

1
6
.9

6
5
9
.2

3
5

3
,9

5
6
.7

6
5

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

地
域

手
当

の
支

給
額

と
広

域
異

動
手

当
の

支
給

額
と

の
合

計
額

に
よ

る
比

較
を

行
い

、
改

正
前

の
地

域
手

当
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
1
9
,7

8
8
）
及

び
改

正
前

の
広

域
異

動
手

当
に

相
当

す
る

額
（
1
1
,8

7
2
）
を

も
っ

て
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

月
の

支
給

額
と

す
る

。

Ⅱ
手

当
【
具

体
例

】
―

３

行
(一

)６
級

4
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
5
/
1
0
0

（
改

定
後

）
7
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

の
支

給
割

合
：
（
改

定
前

）
3
/
1
0
0

（
改

定
後

）
1
/
1
00

（
４

）
併

給
調

整
の

例
（
地

域
手

当
の

支
給

割
合

の
改

定
が

あ
る

場
合

①
）

11

地
域

手
当

広
域

異
動

手
当
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地
域

手
当

と
広

域
異

動
手

当
の

合
計

額
X

＋
Y

3
1
,6

6
1

3
1
,6

5
9

3
5
,6

1
8

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

地
域

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

7
％

　
（
C

)
【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

9
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
7
％

×
1
.5

%
　

（
D

）
【
改

定
後

】
A

×
9
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

地
域

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
X

)

4
0
1
,8

0
0

-
2
8
,1

2
6
.0

0
4
2
1
.8

9
0

2
7
,7

0
4
.1

1
0

改
定

前
3
9
3
,8

0
0

7
,8

8
0
.0

2
8
,1

1
7
.6

0
4
1
3
.4

9
0

2
7
,7

0
3
.5

1
0

改
定

後
3
9
4
,9

0
0

6
,7

9
6
.5

3
6
,1

5
2
.6

4
5
3
3
.1

1
5

3
5
,6

1
8
.8

8
5

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

広
域

異
動

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

1
％

　
（
C

)
【
改

定
後

】
支

給
な

し

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
1
％

×
1
.5

%
　

（
D

）
【
改

定
後

】
支

給
な

し

広
域

異
動

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
Y

)

4
0
1
,8

0
0

-
4
,0

1
8
.0

6
0
.2

7
3
,9

5
7
.7

3

改
定

前
3
9
3
,8

0
0

7
,8

8
0
.0

4
,0

1
6
.8

5
9
.0

7
3
,9

5
6
.9

3

改
定

後
3
9
4
,9

0
0

6
,7

9
6
.5

0
0

0

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

地
域

手
当

の
支

給
額

と
広

域
異

動
手

当
の

支
給

額
と

の
合

計
額

に
よ

る
比

較
を

行
い

、
改

正
後

の
地

域
手

当
（
3
5
,6

1
8
）
を

支
給

す
る

。
（
広

域
異

動
手

当
は

支
給

し
な

い
。

）
（
特

例
規

則
第

２
条

の
対

象
と

は
な

ら
な

い
）

Ⅱ
手

当
【
具

体
例

】
―

４

行
(一

)６
級

4
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
7
/
1
0
0

（
改

定
後

）
9
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

の
支

給
割

合
：
（
改

定
前

）
1
/
1
0
0

（
改

定
後

）
支

給
な

し

（
５

）
併

給
調

整
の

例
（
地

域
手

当
の

支
給

割
合

の
改

定
が

あ
る

場
合

②
）

12

地
域

手
当

広
域

異
動

手
当
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俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

地
域

手
当

（
A

+
B

）
×

1
2
％

（
C

）

俸
給

月
額

に
対

す
る

地
域

手
当

A
×

1
2
％

　
（
D

)

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
さ

れ
る

前
の

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

与
額

（
A

+
B

+
C

)×
1
2

/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)

（
E
)

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
す

る
額

（
A

+
D

)×
1
2

/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)×

1
.5

%
（
F
）

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

与
額

E
-
F
　

（
G

）

超
過

勤
務

手
当

の
単

価
（
1
2
5
%
）

（
H

)

超
勤

時
間

（
I)

超
過

勤
務

手
当

の
支

給
額

H
×

I

4
1
4
,8

0
0

-
4
9
,7

7
6
.0

0
4
9
,7

7
6

2
,7

6
6
.7

0
6

4
1
.5

0
1

2
,7

2
5
.2

0
5

3
,4

0
6
.5

0
6

→
3
,4

0
7
（
四

捨
五

入
）

2
0

6
8
,1

4
0

改
定

前
4
0
2
,4

0
0

1
2
,2

1
4
.0

4
9
,7

5
3
.6

8
4
8
,2

8
8

2
,7

6
5
.4

6
1

4
0
.2

6
0

2
,7

2
5
.2

0
1

3
,4

0
6
.5

0
1

→
3
,4

0
7
（
四

捨
五

入
）

2
0

6
8
,1

4
0

改
定

後
4
0
3
,5

0
0

1
1
,1

3
0
.5

4
9
,7

5
5
.6

0
4
8
,4

2
0

2
,7

6
5
.5

6
8

4
0
.3

7
0

2
,7

2
5
.1

9
8

3
,4

0
6
.4

9
8

→
3
,4

0
6
（
四

捨
五

入
）

2
0

6
8
,1

2
0

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

Ⅱ
手

当
【
具

体
例

】
－

５

行
(一

)６
級

6
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
1
2
/
1
0
0

超
勤

割
合

：
1
2
5
/
1
0
0

超
勤

時
間

：
2
0
時

間

（
６

）
超

過
勤

務
手

当
の

例

改
正

前
の

超
過

勤
務

手
当

の
支

給
額

に
相

当
す

る
額

（
6
8
,1

4
0
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

13
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俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

地
域

手
当

（
A

+
B

）
×

1
2
％

（
C

）

俸
給

月
額

に
対

す
る

地
域

手
当

A
×

1
2
％

　
（
D

)

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
さ

れ
る

前
の

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

与
額

（
A

+
B

+
C

)×
1
2

/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)

（
E
)

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
す

る
額

（
A

+
D

)×
1
2

/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)×

1
.5

%
（
F
）

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

与
額

E
-
F
　

（
G

）

超
過

勤
務

手
当

の
単

価
（
1
2
5
%
）

（
H

)

超
勤

時
間

（
I)

俸
給

表
異

動
後

の
超

過
勤

務
手

当
の

支
給

額

H
×

I　
（
Y

)

4
4
5
,9

0
0

-
5
3
,5

0
8
.0

0
5
3
,5

0
8

2
,9

7
4
.1

4
2

4
4
.6

1
2

2
,9

2
9
.5

3
0

3
,6

6
1
.9

1
2

→
3
,6

6
2
（
四

捨
五

入
）

1
0

3
6
,6

2
0

改
定

前
4
3
2
,5

0
0

1
3
,1

9
9

5
3
,4

8
3
.8

8
5
1
,9

0
0

2
,9

7
2
.7

9
6

4
3
.2

7
1

2
,9

2
9
.5

2
5

3
,6

6
1
.9

0
6

→
3
,6

6
2
（
四

捨
五

入
）

1
0

3
6
,6

2
0

改
定

後
4
3
3
,7

0
0

1
2
,0

1
7

5
3
,4

8
6
.0

4
5
2
,0

4
4

2
,9

7
2
.9

2
1

4
3
.3

9
2

2
,9

2
9
.5

3
0

3
,6

6
1
.9

1
2

→
3
,6

6
2
（
四

捨
五

入
）

1
0

3
6
,6

2
0

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

地
域

手
当

（
A

+
B

）
×

1
2
％

（
C

）

俸
給

月
額

に
対

す
る

地
域

手
当

A
×

1
2
％

　
（
D

)

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
さ

れ
る

前
の

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

与
額

（
A

+
B

+
C

)×
1
2

/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)

（
E
)

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
す

る
額

（
A

+
D

)×
1
2

/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)×

1
.5

%
（
F
）

勤
務

１
時

間
当

た
り

の
給

与
額

E
-
F
　

（
G

）

超
過

勤
務

手
当

の
単

価
（
1
2
5
%
）

（
H

)

超
勤

時
間

（
I)

俸
給

表
異

動
前

の
超

過
勤

務
手

当
の

支
給

額

H
×

I　
（
X

)

4
1
4
,8

0
0

-
4
9
,7

7
6
.0

0
4
9
,7

7
6

2
,7

6
6
.7

0
6

4
1
.5

0
1

2
,7

2
5
.2

0
5

3
,4

0
6
.5

0
6

→
3
,4

0
7
（
四

捨
五

入
）

1
0

3
4
,0

7
0

改
定

前
4
0
2
,4

0
0

1
2
,2

1
4
.0

4
9
,7

5
3
.6

8
4
8
,2

8
8

2
,7

6
5
.4

6
1

4
0
.2

6
0

2
,7

2
5
.2

0
1

3
,4

0
6
.5

0
1

→
3
,4

0
7
（
四

捨
五

入
）

1
0

3
4
,0

7
0

改
定

後
4
0
3
,5

0
0

1
1
,1

3
0
.5

4
9
,7

5
5
.6

0
4
8
,4

2
0

2
,7

6
5
.5

6
8

4
0
.3

7
0

2
,7

2
5
.1

9
8

3
,4

0
6
.4

9
8

→
3
,4

0
6
（
四

捨
五

入
）

1
0

3
4
,0

6
0

H
2
7
.4

.1
～

H
2
7
.3

.3
1

俸
給

表
異

動
前

後
の

超
過

勤
務

手
当

の
合

計
額

X
＋

Y

7
0
,6

9
0

7
0
,6

9
0

7
0
,6

8
0

Ⅱ
手

当
【
具

体
例

】
―

６

【
異

動
前

】
行
(一

)６
級

6
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
1
2
/
1
0
0

超
勤

割
合

：
1
2
5
/
1
0
0

超
勤

時
間

：
1
0
時

間

（
７

）
超

過
勤

務
手

当
の

例
（
月

の
途

中
に

同
一

の
支

給
義

務
者

の
下

で
俸

給
表

異
動

し
た

場
合

）

俸
給

表
異

動
前

後
で

支
給

義
務

者
が

同
一

で
あ

る
場

合
、

当
該

異
動

前
後

の
支

給
額

の
合

計
額

に
よ

る
比

較
を

行
い

、
改

正
前

の
超

過
勤

務
手

当
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
3
4
,0

7
0
＋

3
6
,6

2
0
＝

7
0
,6

9
0
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
支

給
額

と
す

る
。

【
異

動
後

】
税

務
６

級
6
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
1
2
/
1
0
0

超
勤

割
合

：
1
2
5
/
1
0
0

超
勤

時
間

：
1
0
時

間

14
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後
任

庁

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

広
域

異
動

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

3
％

　
（
C

)
【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

1
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
3
％

×
1
.5

%
　

（
D

）
【
改

定
後

】
A

×
1
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

月
全

体
の

広
域

異
動

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
E
)

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

広
域

異
動

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

3
％

×
1
4
/
2
1
　

（
F
)

【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

1
％

×
1
4
/
2
1
　

（
F
）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
3
％

×
1
4
/
2
1
×

1
.5

%
　

（
G

）
【
改

定
後

】
A

×
1
％

×
1
4
/
2
1
×

1
.5

%
　

（
G

）

前
任

庁
の

広
域

異
動

手
当

の
支

給
額

F
-
G

　
（
H

)

後
任

庁
の

広
域

異
動

手
当

の
支

給
額

E
-
H

　
（
Y

)

3
9
7
,1

0
0

-
1
1
,9

1
3
.0

0
1
7
8
.6

9
5

1
1
,7

3
4
.3

0
5

7
,9

4
2
.0

0
0

1
1
9
.1

3
7
,8

2
2
.8

7
3
,9

1
2

改
定

前
3
8
9
,2

0
0

7
,7

8
1
.5

1
1
,9

0
9
.4

3
1
7
5
.1

4
0

1
1
,7

3
3
.8

6
0

7
,9

3
9
.3

3
3

1
1
6
.7

6
7
,8

2
2
.2

4
3
,9

1
1

改
定

後
3
9
0
,3

0
0

6
,6

9
8
.0

3
,9

6
9
.9

8
5
8
.5

4
5

3
,9

1
0
.4

5
5

2
,6

4
6
.0

0
0

3
9
.0

3
2
,6

0
6
.9

7
1
,3

0
4

月
全

体
前

任
庁

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

前
任

庁
に

お
け

る
地

域
手

当
と

広
域

異
動

手
当

の
合

計
額

X
＋

Y

2
0
,8

5
9

2
0
,8

5
9

2
0
,8

5
8

後
任

庁

俸
給

月
額

（
A

）

経
過

措
置

額
（
H

2
7
.3

.3
1
と

の
差

額
×

9
8
.5

/
1
0
0
）

（
B

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

地
域

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

5
％

　
（
C

)
【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

7
％

　
（
C

）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
5
％

×
1
.5

%
　

（
D

）
【
改

定
後

】
A

×
7
％

×
1
.5

%
　

（
D

）

月
全

体
の

地
域

手
当

の
支

給
額

C
-
D

　
（
E
)

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

前
の

地
域

手
当

【
改

定
前

】
（
A

+
B

）
×

5
％

×
1
4
/
2
1
　

（
F
)

【
改

定
後

】
（
A

+
B

）
×

7
％

×
1
4
/
2
1
　

（
F
）

給
与

法
附

則
第

８
項

に
よ

り
減

額
す

る
額

【
改

定
前

】
A

×
5
％

×
1
4
/
2
1
×

1
.5

%
　

（
G

）
【
改

定
後

】
A

×
7
％

×
1
4
/
2
1
×

1
.5

%
　

（
G

）

前
任

庁
の

地
域

手
当

の
支

給
額

F
-
G

　
（
H

)

後
任

庁
の

地
域

手
当

の
支

給
額

E
-
H

　
（
X

)

3
9
7
,1

0
0

-
1
9
,8

5
5
.0

0
2
9
7
.8

2
5

1
9
,5

5
7
.1

7
5

1
3
,2

3
6
.6

6
7

1
9
8
.5

5
1
3
,0

3
7
.4

5
6
,5

2
0

改
定

前
3
8
9
,2

0
0

7
,7

8
1
.5

1
9
,8

4
9
.0

5
2
9
1
.9

0
0

1
9
,5

5
7
.1

0
0

1
3
,2

3
2
.6

6
7

1
9
4
.6

0
1
3
,0

3
7
.4

0
6
,5

2
0

改
定

後
3
9
0
,3

0
0

6
,6

9
8
.0

2
7
,7

8
9
.8

6
4
0
9
.8

1
5

2
7
,3

7
9
.1

8
5

1
8
,5

2
6
.0

0
0

2
7
3
.2

1
1
8
,2

5
2
.7

9
9
,1

2
7

月
全

体
前

任
庁

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

Ⅱ
手

当
【
具

体
例

】
－

７

行
(一

)６
級

6
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
5
/
1
0
0

（
改

定
後

）
：
7
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

の
支

給
割

合
：
（
改

定
前

）
3
/
1
0
0

（
改

定
後

）
1
/
10

0

（
８

）
日

割
計

算
の

例
（
月

の
途

中
に

支
給

義
務

者
を

異
に

し
て

移
動

し
た

場
合

）

俸
給

に
準

じ
て

日
割

計
算

（
残

額
計

算
）
を

行
い

、
前

任
庁

及
び

後
任

庁
の

そ
れ

ぞ
れ

に
つ

い
て

特
例

規
則

の
適

用
を

判
断

す
る

。
ま

た
、

併
給

調
整

の
ケ

ー
ス

で
あ

る
た

め
、

そ
れ

ぞ
れ

地
域

手
当

及
び

広
域

異
動

手
当

の
支

給
額

の
合

計
額

に
よ

る

比
較

を
行

う
。

こ
れ

ら
に

よ
り

、
前

任
庁

に
お

い
て

は
改

正
前

の
地

域
手

当
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
6
,5

2
0
）
及

び
改

正
前

の
広

域
異

動
手

当
の

支
給

額
に

相
当

す
る

額
（
3
,9

1
1
）を

も
っ

て
、

そ
れ

ぞ
れ

当
該

月
の

支
給

額
と

し
、

後
任

庁
に

お
い

て
は

改
正

後
の

地
域

手
当

（
9
,1

2
7
）
及

び
広

域
異

動
手

当
（
1,

3
0
4
）
を

そ
れ

ぞ
れ

支
給

す
る

こ
と

と
な

る
。

地
域

手
当

広
域

異
動

手
当

15

後
任

庁
に

お
け

る
地

域
手

当
と

広
域

異
動

手
当

の
合

計
額

X
＋

Y

1
0
,4

3
2

1
0
,4

3
1

1
0
,4

3
1
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改
正

前
の

規
定

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

べ
き

額
（
※

１
）

Ⅲ
減

額
①

【
概

要
】

改
正

前
の

規
定

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

べ
き

額
に

相
当

す
る

額
を

減
額

す
る

改
正

後
の

規
定

（
※

２
）
に

よ
り

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

＜

＜
給

与
法

第
１

５
条

そ
の

他
の

法
令

の
規

定
に

よ
る

給
与

の
減

額
の

特
例

＞
（
特

例
規

則
第

３
条

）

対
象

外
職

員
で

あ
る

場
合

を
除

き
特

例
規

則
第

３
条

適
用

改
正

前
の

規
定

に
よ

り
減

額
さ

れ
る

べ
き

額
（
※

１
）

改
正

後
の

規
定

（
※

３
）
に

よ
り

減
額

す
る

改
正

後
の

規
定

（
※

２
）
に

よ
り

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

≧

16

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

る
給

与
に

係
る

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

が
改

正
前

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
る

給
与

に
係

る
減

額
さ

れ
る

べ
き

額
を

超
え

る
場

合
に

は
、

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

る
給

与
に

係
る

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

に
相

当
す

る
額

を
減

額
す

る
（
特

例
規

則
第

３
条

）
。

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

る
給

与
に

係
る

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

が
改

正
前

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
る

給
与

に
係

る
減

額
さ

れ
る

べ
き

額
と

同
額

又
は

そ
の

額
に

達
し

な
い

場
合

に
は

、
改

正
後

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
り

減
額

す
る

（
特

例
規

則
第

３
条

は
適

用
さ

れ
な

い
）

。

(A
)

(Ｂ
)

※
２

、
３

特
例

規
則

第
３

条
に

お
い

て
「
改

正
後

の
規

定
」
に

よ
り

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

を
算

定
す

る
場

合
及

び
同

条
が

適
用

さ
れ

ず
に

改
正

後
の

規
定

に
よ

り
減

額
す

る
場

合
に

お
い

て
は

、
第

５
条

第
１

項
（
経

過
措

置
額

の
端

数
切

上
げ

）
の

規
定

の
適

用
は

な
い

も
の

と
し

て
取

り
扱

う
（
特

例
規

則
第

３
条

、
第

５
条

第
２

項
）
。

※
１

平
成

2
8
年

１
月

（
施

行
日

の
前

日
の

属
す

る
月

）
の

「
改

正
前

の
規

定
に

よ
り

減
額

さ
れ

る
べ

き
額

」
に

つ
い

て
は

、
月

の
末

日
ま

で
改

正
前

の
規

定
が

適
用

さ
れ

る
も

の
と

し
て

計
算

す
る

。

特
例

規
則

第
３

条
の

適
用

対
象

外
と

な
る

職
員

は
、

人
事

院
規

則
９

―
4
9
―

4
5
（
人

事
院

規
則

９
―

4
9
（
地

域
手

当
）
の

一
部

を
改

正
す

る
人

事
院

規
則

）
の

施
行

に
よ

り
遡

及
改

定
さ

れ
た

支
給

割
合

に
よ

る
地

域
手

当
を

支
給

さ
れ

る
こ

と
と

な
る

職
員

（
例

：
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
1
8
/
1
0
0

（
改

定
後

）
1
8
.5

/
1
0
0

、
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
7
/
1
0
0

（
改

定
後

）
9
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

の
支

給
割

合
：
（
改

定
前

）
１

/
1
0
0

（
改

定
後

）
な

し
）

た
だ

し
、

地
域

手
当

及
び

広
域

異
動

手
当

の
支

給
を

受
け

る
職

員
で

、
こ

れ
ら

手
当

の
支

給
割

合
の

合
計

の
割

合
が

改
定

前
後

で
同

一
で

あ
る

も
の

を
除

く
。

（
す

な
わ

ち
特

例
規

則
対

象
）

（
例

：
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
4
/
1
0
0

（
改

定
後

）
5
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

の
支

給
割

合
：
（
改

定
前

）
4
/
1
0
0

（
改

定
後

）
3
/
1
0
0
）

○
特

例
規

則
第

３
条

の
適

用
対

象
外

と
な

る
職

員
（
特

例
規

則
第

３
条

に
お

け
る

人
事

院
の

定
め

る
職

員
）

（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
１

項
）

特
例

規
則

第
３

条
の

対
象

と
な

る
減

額
は

、

○
欠

勤
（
給

与
法

第
１

５
条

）
○

育
児

時
間

（
国

家
公

務
員

の
育

児
休

業
等

に
関

す
る

法
律

（
平

成
３

年
法

律
第

１
０

９
号

）
第

２
６

条
第

２
項

）
○

介
護

休
暇

（
一

般
職

の
職

員
の

勤
務

時
間

、
休

暇
等

に
関

す
る

法
律

（
平

成
６

年
法

律
第

３
３

号
）
第

２
０

条
第

３
項

）
○

法
科

大
学

院
派

遣
法

第
４

条
派

遣
（
法

科
大

学
院

へ
の

裁
判

官
及

び
検

察
官

そ
の

他
の

一
般

職
の

国
家

公
務

員
の

派
遣

に
関

す
る

法
律

（
平

成
１

５
年

法
律

第
４

０
号

）
第

７
条

第
２

項
）

○
勤

務
時

間
を

割
く
兼

業
（
人

事
院

規
則

１
―

３
９

（構
造

改
革

特
別

区
域

に
お

け
る

人
事

院
規

則
の

特
例

に
関

す
る

措
置

）
第

２
条

第
４

項
（
同

規
則

第
３

条
第

２
項

又
は

第
４

条
第

２
項

に
お

い
て

準
用

す
る

場
合

を
含

む
。

）
）

○
勤

務
時

間
を

割
く
兼

業
（
人

事
院

規
則

１
４

―
８

（営
利

企
業

の
役

員
等

と
の

兼
業

）
第

５
項

）
○

短
従

許
可

期
間

（
人

事
院

規
則

１
７

―
２

（職
員

団
体

の
た

め
の

職
員

の
行

為
）
第

６
条

第
７

項
）

○
給

与
法

第
１

５
条

そ
の

他
の

法
令

の
規

定
に

よ
る

給
与

の
減

額
（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
２

項
）

H
2
7
.4

.1
か

ら
H

2
8
.1

.3
1
ま

で
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俸
給

月
額

経
過

措
置

額
地

域
手

当
俸

給
月

額
に

対
す

る
地

域
手

当

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
さ

れ
る

前
の

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
す

る
額

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

減
額

総
額

(A
)

(B
)

改
定

前
(A

+
B

)×
1
8
%
　

(C
)

改
定

後
(A

+
B

)×
1
8
.5

%
(C

)

改
定

前
A
×

1
8
%
　

(D
)

改
定

後
A
×

1
8
.5

%
　

(D
)

(A
+
B

+
C

)×
1
2
/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)

(E
)

(A
+
D

)×
1
2
/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)

×
1
.5

%
(F

)
E
-
F
 (

G
)

(H
)

(I
)

H
×

I

改
正

前
3
8
9
,2

0
0

7
,7

8
1
.5

7
1
,4

5
6
.5

8
7
0
,0

5
6
.0

2
,7

8
9
.6

9
9

4
1
.0

2
5

2
,7

4
8
.6

7
4

2
,7

4
8
.6

7
4

→
2
,7

4
9
(四

捨
五

入
)

1
0

2
7
,4

9
0

改
正

後
3
9
0
,3

0
0

6
,6

9
8
.0

7
3
,4

4
4
.6

3
7
2
,2

0
5
.5

2
,8

0
1
.6

4
0

4
1
.3

1
6

2
,7

6
0
.3

2
4

2
,7

6
0
.3

2
4

→
2
,7

6
0
(四

捨
五

入
)

1
0

2
7
,6

0
0

俸
給

月
額

経
過

措
置

額
地

域
手

当
俸

給
月

額
に

対
す

る
地

域
手

当

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
さ

れ
る

前
の

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
す

る
額

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

減
額

総
額

(A
)

(B
)

(A
+
B

)×
1
5
%

(C
)

A
×

1
5
%
　

(D
)

(A
+
B

+
C

)×
1
2
/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)

(E
)

(A
+
D

)×
1
2
/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)×

1
.5

%
(F

)
E
-
F
 (

G
)

(H
)

(I
)

H
×

I

改
正

前
3
9
3
,8

0
0

7
,8

8
0
.0

6
0
,2

5
2
.0

5
9
,0

7
0

2
,7

5
0
.9

6
0

4
0
.4

5
5

2
,7

1
0
.5

0
5

2
,7

1
0
.5

0
5

→
2
,7

1
1
(四

捨
五

入
)

1
0

2
7
,1

1
0

改
正

後
3
9
4
,9

0
0

6
,7

9
6
.5

6
0
,2

5
4
.4

5
9
,2

3
5

2
,7

5
1
.0

6
7

4
0
.5

6
8

2
,7

1
0
.4

9
9

2
,7

1
0
.4

9
9

→
2
,7

1
0
(四

捨
五

入
)

1
0

2
7
,1

0
0

俸
給

月
額

経
過

措
置

額
地

域
手

当
俸

給
月

額
に

対
す

る
地

域
手

当

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
さ

れ
る

前
の

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

給
与

法
附

則
第

1
0
項

の
減

額
す

る
額

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

減
額

総
額

(A
)

(B
)

(A
+
B

)×
1
2
%

(C
)

A
×

1
2
%
　

(D
)

(A
+
B

+
C

)×
1
2
/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)

(E
)

(A
+
D

)×
1
2
/
(3

8
h
4
5
m

×
5
2
)×

1
.5

%
(F

)
E
-
F
 (

G
)

(H
)

(I
)

H
×

I

改
正

前
4
7
4
,2

0
0

9
,7

5
1
.5

5
8
,0

7
4
.1

2
5
6
,9

0
4

3
,2

2
7
.9

4
0

4
7
.4

4
4

3
,1

8
0
.4

9
7

3
1
8
0
.4

9
7

→
3
,1

8
0
(四

捨
五

入
)

1
0

3
1
,8

0
0

改
正

後
4
7
5
,3

0
0

8
,6

6
8
.0

5
8
,0

7
6
.1

6
5
7
,0

3
6

3
,2

2
8
.0

5
4

4
7
.5

5
4

3
,1

8
0
.5

0
0

3
1
8
0
.5

0
0

→
3
,1

8
1
(四

捨
五

入
)

1
0

3
1
,8

1
0

Ⅲ
減

額
①

【
具

体
例

】

（
１

）
特

例
を

適
用

す
る

例

改
正

前
＜

改
正

後
の

た
め

、
改

正
前

の
減

額
総

額
（
3
1
,8

00
）
を

も
っ

て
当

該
月

の
減

額
の

総
額

と
す

る
（
特

例
適

用
）
【
特

例
規

則
第

３
条

】

（
２

）
特

例
を

適
用

し
な

い
例

改
正

前
≧

改
正

後
の

た
め

、
改

正
後

の
減

額
総

額
（
2
7
,1

00
）
と

す
る

（
特

例
規

則
第

３
条

の
対

象
と

は
な

ら
な

い
）

17

行
(一

)９
級

７
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
1
2
/
1
0
0

欠
勤

時
間

：
1
0
時

間

行
(一

)６
級

4
4
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
1
5
/
1
0
0

欠
勤

時
間

：
1
0
時

間

（
３

）
特

例
規

則
第

３
条

の
対

象
外

と
な

る
職

員
の

例

行
(一

)６
級

4
0
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
（
改

定
前

）
1
8
/
1
0
0

（
改

定
後

）
1
8
.5

/
1
0
0

欠
勤

時
間

：
1
0
時

間
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減
額

総
額

(A
)

俸
給

に
対

応
す

る
額

（
B

)

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

（
A
-
B

)

改
正

前
3
1
,8

0
0

2
8
,4

0
0

3
,4

0
0

改
正

後
3
1
,8

1
0

2
8
,4

0
0

3
,4

1
0

俸
給

に
対

す
る

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

俸
給

に
対

応
す

る
額

改
正

前
2
,8

3
9
.7

3
0

2
,8

3
9
.7

3
0

→
2
,8

4
0
(四

捨
五

入
)

1
0

2
8
,4

0
0

改
正

後
2
,8

3
9
.7

3
3

2
,8

3
9
.7

3
3

→
2
,8

4
0
(四

捨
五

入
)

1
0

2
8
,4

0
0

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

減
額

総
額

改
正

前
3
,1

8
0
.4

9
7

3
,1

8
0
.4

9
7

→
3
,1

8
0
(四

捨
五

入
)

1
0

3
1
,8

0
0

改
正

後
3
,1

8
0
.5

0
0

3
,1

8
0
.5

0
0

→
3
,1

8
1
(四

捨
五

入
)

1
0

3
1
,8

1
0

Ⅲ
減

額
②

【
概

要
及

び
具

体
例

】

＜
特

例
規

則
第

３
条

が
適

用
さ

れ
る

場
合

に
減

額
総

額
を

俸
給

等
か

ら
差

し
引

く
方

法
＞

（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
３

項
）

特
例

規
則

第
３

条
が

適
用

さ
れ

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
給

実
甲

第
2
8
号

第
1
5
条

関
係

第
２

項
に

規
定

す
る

俸
給

に
対

応
す

る
額

、
地

域
手

当
に

対
応

す
る

額
及

び
広

域
異

動
手

当
に

対
応

す
る

額
は

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

る
額

に
相

当
す

る
額

と
す

る
。

（
４

）
俸

給
と

地
域

手
当

が
支

給
さ

れ
、

俸
給

に
対

応
す

る
額

が
同

額
、

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

が
増

加
し

て
い

る
例

①
減

額
総

額

②
俸

給
に

対
応

す
る

額

改
正

前
の

減
額

総
額

に
相

当
す

る
額

（
3
1
,8

0
0
）
を

も
っ

て
減

額
総

額
と

す
る

。
（
特

例
規

則
第

３
条

）

減
額

の
内

訳
を

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
計

算
し

た
場

合
、

俸
給

に
対

応
す

る
額

が
同

額
で

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

が
増

加
す

る
こ

と
に

な
る

が
、

特
例

通
達

第
３

条
関

係
第

３
項

の
適

用
に

よ
り

、
そ

れ
ぞ

れ
改

正
前

の
俸

給
に

対
応

す
る

額
（
2
8
,4

0
0
）
、

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

（
3
,4

0
0
）
に

相
当

す
る

額
と

す
る

。
な

お
、

例
示

以
外

で
特

例
規

則
第

３
条

が
適

用
さ

れ
る

場
合

で
、

俸
給

の
み

が
支

給
さ

れ
る

ケ
ー

ス
、

俸
給

と
地

域
手

当
（
又

は
広

域
異

動
手

当
）
が

支
給

さ
れ

る
ケ

ー
ス

及
び

俸
給

と
地

域
手

当
と

広
域

異
動

手
当

が
支

給
さ

れ
る

ケ
ー

ス
も

同
様

に
取

り
扱

う
。

（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
３

項
）

行
(一

)９
級

７
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
1
2
/
1
0
0

欠
勤

時
間

：
1
0
時

間

給
実

甲
第

5
7
6
第

４
第

５
項

第
２

号
か

ら
第

４
号

に
お

い
て

は
、

俸
給

等
に

対
応

す
る

額
を

直
接

算
出

す
る

方
法

で
は

な
く
、

減
額

さ
れ

た
俸

給
等

の
支

給
額

を
算

出
す

る
方

法
と

な
っ

て
い

る
（
以

下
参

照
）が

、
説

明
資

料
の

見
や

す
さ

の
観

点
か

ら
、

俸
給

等
に

対
応

す
る

額
で

比
較

す
る

形
と

し
て

い
る

（
次

ペ
ー

ジ
以

降
も

同
じ

）。
○

俸
給

及
び

地
域

手
当

が
支

給
さ

れ
て

い
る

場
合

・
俸

給
当

該
給

与
期

間
に

お
け

る
支

給
定

日
に

お
い

て
支

給
さ

れ
る

べ
き

俸
給

の
額

（
A

）
－

俸
給

の
月

額
に

係
る

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

×
減

額
時

間
数

＝
俸

給
支

給
額

（
B

）
（
俸

給
に

対
応

す
る

額
）

・
地

域
手

当
当

該
給

与
期

間
に

お
け

る
支

給
定

日
に

お
い

て
支

給
さ

れ
る

べ
き

地
域

手
当

の
額

－
｛

俸
給

及
び

地
域

手
当

に
係

る
減

額
総

額
－

（
（
A

）
－

（
B

）
）

｝
＝

地
域

手
当

支
給

額
（
地

域
手

当
に

対
応

す
る

額
）

（
参

考
）
給

実
甲

第
2
8
号

第
1
5
条

関
係

第
２

項
こ

の
条

の
規

定
に

よ
り

減
額

す
べ

き
給

与
額

は
、

そ
の

給
与

期
間

の
分

の
俸

給
に

対
応

す
る

額
、

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

、
広

域
異

動
手

当
に

対
応

す
る

額
及

び
研

究
員

調
整

手
当

に
対

応
す

る
額

を
給

実
甲

第
5
7
6
号

第
４

の
第

５
項

第
２

号
か

ら
第

４
号

ま
で

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

計
算

し
、

そ
れ

ぞ
れ

そ
の

次
の

給
与

期
間

以
降

の
俸

給
、

地
域

手
当

、
広

域
異

動
手

当
及

び
研

究
員

調
整

手
当

か
ら

差
し

引
く
。

（
略

）

③
地

域
手

当
に

対
応

す
る

額
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Ⅲ
減

額
②

【
概

要
及

び
具

体
例

】

＜
改

正
後

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
り

計
算

し
た

減
額

総
額

が
改

正
前

と
同

額
の

場
合

に
減

額
総

額
を

俸
給

等
か

ら
差

し
引

く
方

法
＞

（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
４

項
）

改
正

前
後

で
減

額
総

額
が

同
額

の
場

合
に

つ
い

て
は

、
給

実
甲

第
2
8
号

第
1
5
条

関
係

第
２

項
に

規
定

す
る

俸
給

に
対

応
す

る
額

、
地

域
手

当
に

対
応

す
る

額
及

び
広

域
異

動
手

当
に

対
応

す
る

額
は

改
正

前
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

る
額

に
相

当
す

る
額

と
す

る
。

（
５

）
俸

給
、

地
域

手
当

及
び

広
域

異
動

手
当

が
支

給
さ

れ
、

俸
給

に
対

応
す

る
額

が
減

少
、

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

が
同

額
、

広
域

異
動

手
当

に
対

応
す

る
額

が
増

加
し

て
い

る
例

①
減

額
総

額

②
俸

給
に

対
応

す
る

額

改
正

後
の

減
額

総
額

（
2
4
,7

3
0
）
と

す
る

。

（
特

例
規

則
第

３
条

の
対

象
と

は
な

ら
な

い
）

減
額

の
内

訳
を

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
計

算
し

た
場

合
、

俸
給

に
対

応
す

る
額

が
減

少
し

、
地

域
手

当
に

対
応

す
る

額
が

同
額

で
、

広
域

異
動

手
当

に
対

応
す

る
額

が
増

加
す

る
こ

と
に

な
る

が
、

特
例

通
達

第
３

条
関

係
第

４
項

の
適

用
に

よ
り

、
そ

れ
ぞ

れ
改

正
前

の
俸

給
に

対
応

す
る

額
（
2
2
,9

0
0
）
、

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

（
1
,3

7
0
）
、

広
域

異
動

手
当

に
対

応
す

る
額

（
4
6
0
）
に

相
当

す
る

額
と

す
る

。
な

お
、

例
示

以
外

で
改

正
後

の
給

与
法

の
規

定
に

よ
り

減
額

総
額

を
計

算
し

改
正

前
後

で
同

額
で

あ
る

場
合

で
、

俸
給

の
み

が
支

給
さ

れ
る

ケ
ー

ス
、

俸
給

と
地

域
手

当
（
又

は
広

域
異

動
手

当
）
が

支
給

さ
れ

る
ケ

ー
ス

及
び

俸
給

と
地

域
手

当
と

広
域

異
動

手
当

が
支

給
さ

れ
る

ケ
ー

ス
も

同
様

に
取

り
扱

う
。

（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
４

項
）

行
(一

)７
級

1
0
号

俸
地

域
手

当
の

支
給

割
合

：
6
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

の
支

給
割

合
：
2
/
1
0
0

欠
勤

時
間

：
1
0
時

間

③
地

域
手

当
に

対
応

す
る

額

④
広

域
異

動
手

当
に

対
応

す
る

額

地
域

手
当

に
対

す
る

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

改
正

前
1
3
7
.3

6
4

1
3
7
.3

6
4

→
1
3
7
(四

捨
五

入
)

1
0

1
,3

7
0

改
正

後
1
3
7
.3

6
4

1
3
7
.3

6
4

→
1
3
7
(四

捨
五

入
)

1
0

1
,3

7
0

減
額

総
額

(A
)

俸
給

に
対

応
す

る
額

（
B

)

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

（
C

)

広
域

異
動

手
当

に
対

応
す

る
額

A
-
B

-
C

改
正

前
2
4
,7

3
0

2
2
,9

0
0

1
,3

7
0

4
6
0

改
正

後
2
4
,7

3
0

2
2
,8

9
0

1
,3

7
0

4
7
0

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

減
額

総
額

改
正

前
2
,4

7
2
.6

5
2

2
,4

7
2
.6

5
2

→
2
,4

7
3
(四

捨
五

入
)

1
0

2
4
,7

3
0

改
正

後
2
,4

7
2
.6

4
7

2
,4

7
2
.6

4
7

→
2
,4

7
3
(四

捨
五

入
)

1
0

2
4
,7

3
0

俸
給

に
対

す
る

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

俸
給

に
対

応
す

る
額

改
正

前
2
,2

8
9
.5

0
2

2
,2

8
9
.5

0
2

→
2
,2

9
0
(四

捨
五

入
)

1
0

2
2
,9

0
0

改
正

後
2
,2

8
9
.4

9
9

2
,2

8
9
.4

9
9

→
2
,2

8
9
(四

捨
五

入
)

1
0

2
2
,8

9
0
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Ⅲ
減

額
②

【
具

体
例

】
－

２

（
６

）
俸

給
、

地
域

手
当

及
び

広
域

異
動

手
当

が
支

給
さ

れ
、

俸
給

に
対

応
す

る
額

が
同

額
、

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

が
増

加
（
地

域
手

当
の

支
給

割
合

の
改

定
に

よ
る

も
の

）
、

広
域

異
動

手
当

に
対

応
す

る
額

が
減

少
し

て
い

る
例

（
地

域
手

当
及

び
広

域
異

動
手

当
が

併
給

調
整

さ
れ

て
い

る
場

合
）

①
減

額
総

額

②
俸

給
に

対
す

る
減

額

③
地

域
手

当
に

対
す

る
減

額

行
(一

)６
級

4
0
号

地
域

手
当

の
支

給
割

合
：
（
改

定
前

）
4
/
1
0
0

（
改

定
後

）
5
/
1
0
0

広
域

異
動

手
当

：
（
改

定
前

）
4
/
1
0
0

（
改

定
後

）
3
/
1
0
0

欠
勤

時
間

：
1
0
時

間

改
正

後
の

減
額

総
額

（
2
5
,1

6
0
）
と

す
る

。

（
特

例
規

則
第

３
条

の
対

象
と

は
な

ら
な

い
）

④
広

域
異

動
手

当
に

対
す

る
減

額

減
額

の
内

訳
を

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
計

算
し

た
場

合
、

俸
給

に
対

応
す

る
額

が
同

額
で

、
地

域
手

当
に

対
応

す
る

額
が

遡
及

改
定

に
よ

り
増

加
し

、
広

域
異

動
手

当
に

対
応

す
る

額
が

減
少

す
る

こ
と

に
な

る
が

、
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
４

項
の

適
用

に
よ

り
、

そ
れ

ぞ
れ

改
正

前
の

俸
給

に
対

応
す

る
額

（
2
3
,2

9
0
）
、

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

（
9
3
0
）
、

広
域

異
動

手
当

に
対

応
す

る
額

（
9
4
0）

に
相

当
す

る
額

と
す

る
。

な
お

、
例

示
以

外
で

改
正

後
の

給
与

法
の

規
定

に
よ

り
減

額
総

額
を

計
算

し
改

正
前

後
で

同
額

で
あ

る
場

合
で

、
俸

給
と

地
域

手
当

と
広

域
異

動
手

当
が

支
給

さ
れ

る
ケ

ー
ス

も
同

様
に

取
り

扱
う

。
（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
４

項
）

（
参

考
）

特
例

規
則

第
３

条
の

適
用

が
あ

る
場

合
で

俸
給

と
地

域
手

当
と

広
域

異
動

手
当

が
支

給
さ

れ
る

ケ
ー

ス
も

同
様

に
取

り
扱

う
。

（
特

例
通

達
第

３
条

関
係

第
３

項
）

俸
給

に
対

す
る

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

俸
給

に
対

応
す

る
額

改
正

前
2
,3

2
9
.3

8
8

2
,3

2
9
.3

8
8

→
2
,3

2
9
(四

捨
五

入
)

1
0

2
3
,2

9
0

改
正

後
2
,3

2
9
.3

9
1

2
,3

2
9
.3

9
1

→
2
,3

2
9
(四

捨
五

入
)

1
0

2
3
,2

9
0

地
域

手
当

に
対

す
る

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

改
正

前
9
3
.1

7
4

9
3
.1

7
4

→
9
3
(四

捨
五

入
)

1
0

9
3
0

改
正

後
1
1
6
.4

6
4

1
1
6
.4

6
4

→
1
1
6
(四

捨
五

入
)

1
0

1
,1

6
0

減
額

総
額

(A
)

俸
給

に
対

応
す

る
額

（
B

)

地
域

手
当

に
対

応
す

る
額

（
C

)

広
域

異
動

手
当

に
対

応
す

る
額

A
-
B

-
C

改
正

前
2
5
,1

6
0

2
3
,2

9
0

9
3
0

9
4
0

改
正

後
2
5
,1

6
0

2
3
,2

9
0

1
,1

6
0

7
1
0

勤
務

一
時

間
当

た
り

の
給

与
額

単
価

（
1
0
0
/
1
0
0
）

欠
勤

時
間

減
額

総
額

改
正

前
2
,5

1
5
.7

3
6

2
,5

1
5
.7

3
6

→
2
,5

1
6
(四

捨
五

入
)

1
0

2
5
,1

6
0

改
正

後
2
,5

1
5
.7

3
1

2
,5

1
5
.7

3
1

→
2
,5

1
6
(四

捨
五

入
)

1
0

2
5
,1

6
0

20
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計
算

の
具

体
例

（
索

引
）

Ⅰ
俸

給
＜

経
過

措
置

額
の

端
数

処
理

（
規

則
９

―
１

３
９

第
５

条
）
の

特
例

＞
（
１

）
特

例
を

適
用

す
る

例
・
・
・
・・

・２
（
２

）
特

例
を

適
用

し
な

い
例

・
・
・
・
・
・
・
２

（
３

）
昇

給
に

よ
っ

て
特

例
の

適
用

対
象

と
な

る
例

・
・
・
・
・
・
２

（
４

）
俸

給
表

異
動

及
び

昇
給

を
し

た
場

合
の

例
・
・
・
・
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（参考資料）

規則９―141第４条及び給実甲第1200号第４条関係について

（基本的な降格時の算定基礎額及び今回の降格特例措置の概要）

１．降格特例措置の概要

〇 平成27年４月１日から施行日（平成28年１月26日）の前日までの間に、降格又は降号（以下「降格」）

をした職員に係る経過措置額の算定基礎額の特例を定めたもの

２．基本的な降格時の算定基礎額の算出

〇 通常の経過措置額は、平成27年３月31日の俸給月額を算定基礎額として支給する。

経過措置額 ＝ 平成27年3月31日の俸給月額（算定基礎額） － 現に受ける俸給月額

〇 降格をした場合の算定基礎額は、平成27年３月31日の俸給月額から、降格前後の号俸に係る「俸給

月額の差」（以下「降格デメリット額」）を減じた額となる（規則９―139第３条第１項第２号）

降格後の経過措置額 ＝ （平成27年3月31日の俸給月額 － 降格ﾃﾞﾒﾘｯﾄ額）(算定基礎額)

－ 現に受ける俸給月額

（例）平成27年3月31日 〇級□号俸 500,000円《降格前の算定基礎額》

平成27年4月 1日 （改定前）〇級□号俸 490,000円

【経過措置額：10,000円（500,000円－490,000円】

平成27年5月 1日降格（改定前）△級×号俸 485,000円（降格デメリット額：5,000円）

《降格後の算定基礎額》 495,000円（降格前の算定基礎額500,000円－降格デメリット額5,000円）

【経過措置額：10,000円（495,000円－485,000円）】

※ 算定基礎額は、降格デメリット額と同額が減ぜられるため、経過措置額は変動なし

平成27年3月31日 500,000円

（降格前の算定基礎額） 降格デメリット額 5,000円

（降格後の算定基礎額） 495,000円 〇級□号俸 経過措置額

俸給月額 10,000円

平成27年4月 1日 490,000円 500,000円 経過措置額

10,000円

平成27年5月 1日 485,000円 〇級□号俸

俸給月額 △級×号俸

490,000円 俸給月額

(総合的見直しにより１０，０００円の引下げ) 485,000円

(降格により５，０００円の減)

3月31日 4月1日 5月1日（降格）

俸給の支給額 500,000円 490,000円＋10,000円＝500,000円 485,000円＋10,000円＝495,000円
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３．今般の降格特例措置の背景

〇 一部の降格時の号俸対応において、降格前後の号俸の俸給月額の引上げ（ベア）額が異なることに

伴い、遡及的に降格デメリット額が変更される

（例）２．の例で降格デメリット額が俸給表の改定前後で異なる場合

俸給表の遡及改定前 俸給表の遡及改定後

〇級□号俸 → △級×号俸 〇級□号俸 → △級×号俸

490,000円 → 485,000円 491,200円 → 486,100円

(ベア1,200円） （ベア1,100円）

降格デメリット額：5,000円 降格デメリット額：5,100円

→ 降格特例措置の規定がなかった場合の算定基礎額は、

俸給表の遡及改定前 500,000円－5,000円＝495,000円

俸給表の遡及改定後 500,000円－5,100円＝494,900円

※ 降格をした平成27年５月１日以降、算定基礎額（実施に支給される俸給月額＋経過措置額）

が495,000円だったところ、俸給表の遡及改定により、同額は494,900円となるため、同日以

降毎月100円ずつの戻入が必要（不利益遡及）

４．降格特例措置（制度）の内容

〇 降格特例措置は、降格デメリット額の算出に用いる降格前後の号俸に係る俸給月額を「俸給表の遡

及改定前の俸給月額」とするもの

降格後の経過措置額 ＝ 平成27年3月31日の俸給月額 － 降格ﾃﾞﾒﾘｯﾄ額(俸給表の遡及改定前の額で計算)

－ 現に受ける俸給月額（俸給表の遡及改定後の額）

〇 これにより、降格デメリット額が俸給表の遡及改定前と同額になるため、算定基礎額（実際に支給

される俸給月額＋経過措置額）が遡及改定前と同額になる（昇給等をした場合と同様に、次図のよう

に現に受ける俸給月額がベアにより上昇するため、経過措置額が減）

【俸給表の遡及改定前（２．の図と同じ）】 【俸給表の遡及改定後（降格特例措置適用）】

経過措置額 降格ﾃﾞﾒﾘｯﾄ額 5,000円 経過措置額 降格ﾃ゙ ﾒﾘｯﾄ額 5,000円で固定

〇級□号俸 10,000円 〇級□号俸 8,800円
俸給月額 経過措置額 俸給月額 (△1,200円) 経過措置額
500,000円 10,000円 500,000円 8,900円

→ (△1,100円)

〇級□号俸 〇級□号俸
俸給月額 △級×号俸 俸給月額 △級×号俸
490,000円 俸給月額 491,200円 俸給月額

485,000円 (＋1,200円) 486,100円
(＋1,100円)

3月31日 4月1日 5月1日（降格） 3月31日 4月1日 5月1日（降格）

俸給の支給額 500,000円 500,000円 495,000円 500,000円 500,000円 495,000円

※ 俸給表の遡及改定により降格デメリット額が増加する者だけでなく減少する者も対象となる

※ 降格後の算定基礎額は、降格等をした日以降、施行日以降も引き続き従前と同額が適用される
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５．その他

⑴ 既に事務総長の承認を得て『算定基礎額』を決定している次の場合の基本的な取扱い

① 複数事由該当の一部（例えば「降格」＋「再任用職員の勤務時間変更」又は「俸給表異動」（給

実甲第1181号第３条関係第３項第４号））の場合

② 指定職各号俸から専門スタッフ職３級へ異動した場合の取扱い（降格と同様の方法を用いた場合）

(指定職各号俸のベアは1,000円、専スタ３級へ異動した場合に決定される21号俸のベアは1,100円)

⇒ 既に承認している算定基礎額は、規則９―139第３条第１項第２号の規定によるものではない

ため俸給表の遡及改定の影響を受けないが、算定基礎額を変動させないことが趣旨であるため、

再度の承認は不要

⑵ 降格時号俸対応の遡及改正によって、降格をした日の号俸が対応表の改正前よりも高位に決定され

た場合の取扱い

（例：平成27年５月１日の降格により、行(二)５級37号俸から４級86号俸に決定されていたが、今般

の降格時号俸対応表の改正により、同日に遡及して４級87号俸に決定された場合）

⇒ 算定基礎額は、降格特例措置の規定の適用により、改正前の降格時号俸対応表による号俸（４級

86号俸）の俸給月額（遡及改定前）を基礎として算出するため、遡及改定前から変動しない

実際に支給される経過措置額は、４級87号俸の俸給月額（遡及改定後）を基礎に支給

⑶ 施行日以降に再度降格をした場合の取扱い

⇒ 降格デメリット額は、切替日以降施行日の前日までの間の降格については俸給表の遡及改定前の

降格デメリット額（降格特例措置適用）、施行日以降の降格については俸給表の遡及改定後の降格

デメリット額となり、これらを合算した額となる（※の 部分を参照）

※ 読み替えて適用する規定（規則９―139第３条第１項第２号）

二 降格をした場合（第６号に掲げる場合を除く。）又は降号をした場合 切替日の前日において

その者が受けていた俸給月額に相当する額から、当該降格又は降号をした日に当該降格又は降号

がないものとした場合に同日に受けることとなる号俸に対応する俸給月額（同日が一般職の職員

の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１号）の施行の日前であるとき

は、同法第１条の規定による改正前の給与法の規定による俸給月額。以下この号において同じ。）

に相当する額と当該降格後に受けることとなる号俸（当該降格をした日が同法の施行の日前であ

るときは、規則９―８―８０（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の一部を改正

する人事院規則）の規定による改正前の規則９―８の規定による号俸）又は当該降号後に受ける

こととなる号俸に対応する俸給月額との差額に相当する額（降格又は降号を２回以上した場合に

あっては、それぞれの当該差額に相当する額を合算した額）を減じた額

45



平
成

２
８

年
給

２
―

１
８

（
給

与
法

等
の

改
正

に
伴

う
差

額
の

支
給

等
に

つ
い

て
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

俸
給

月
額

に
係

る
追

給
は

必
要

な
し

　
　

　
　

　
　

　
　

　
平

成
２

６
年

改
正

法
附

則
第

７
条

の
規

定
に

よ
る

俸
給

　
　

　
　

　
俸

　
給

　
月

　
額

２
  
  
  
経

過
措

置
額

が
支

給
さ

れ
な

い
こ

と
と

な
る

場
合

　
＜

第
２

項
⑵

＞

　
　

　
　

　
俸

　
給

　
月

　
額

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 　
　

昇
給

平
成

２
６

年
改

正
法

附
則

第
７

条
の

規
定

に
よ

る
俸

給
（
経

過
措

置
額

）
を

受
け

て
い

る
職

員
の

給
与

法
改

正
に

伴
う

差
額

支
給

の
取

扱
い

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

今
回

の
改

正
に

よ
り

受
け

る
こ

と
と

な
っ

た
俸

給
月

額
の

支
給

額
が

、
経

過
措

置
額

の
基

礎
と

な
る

額
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
に

受
け

て
い

た
俸

給
月

額
等

）
を

上
回

っ
た

額
（
下

図
  
  
  
  
  
  
）
の

追
給

が
必

要
。

  
  
  
  
  
  
  
  
　

H
2
7
.4

.1
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
　

　
　

　
　

H
2
8
.1

.1
  
  
  
  
  
  
  
  
  
施

行
日

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
平

成
２

６
年

改
正

法
附

則
第

７
条

の
規

定
に

よ
る

俸
給

）

　
　

　
　

　

  
  
  
  
  
  
  
  
　

H
2
7
.4

.1
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 　

　
　

　
  
 　

H
2
8
.1

.1
  
  
  
  
  
  
  
  
  
施

行
日

１
  
  
  
経

過
措

置
額

が
減

少
す

る
が

、
引

き
続

き
経

過
措

置
額

の
支

給
対

象
で

あ
り

、
俸

給
月

額
の

支
給

額
と

の
合

計
額

が
同

一
で

あ
る

場
合

　
＜

第
２

項
⑴

＞

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
昇

給

今
回

の
増

額
改

定
分

今
回

の
増

額
改

定
分

追
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平成２８年給２―１８（給与法等の改正に伴う差額の支給等について）＜第４項＞

☆　俸給月額の改定

行政（一）２級９号俸（201,800円） 　行政（一）２級９号俸（204,300円）

（増額改定）

☆　地域手当の支給割合の改定

地域手当10％（20,180円） 　地域手当10.5％（21,451円5銭）

（増額改定）

　《給与法改正前の減額計算》

１　減額の総額

（減額（総額）に際しての１時間当たりの額）

201,800円 + 20,180円 × 12
＝

× 52週

（減額の総額）

①

２　俸給に対応する額

（減額（俸給）に際しての１時間当たりの額）

× 12
＝

× 52週

（俸給の減額分）

1,202円×2時間＝2，404円（俸給の減額分） ②

　《給与法改正後の減額計算》

１　減額の総額

（減額（総額）に際しての１時間当たりの額）

204,300円 + 21,451円 × 12
＝

× 52週

（減額の総額）

③

２　俸給に対応する額

（減額（俸給）に際しての１時間当たりの額）

× 12
＝

× 52週

（俸給の減額分）

1,217円×2時間＝2，434円（俸給の減額分） ④

　《減額すべき額の差額の精算》
１　俸給に対応する額の差額

改正前の俸給の減額分　2,404円（②） － 改正後の俸給の減額分 2,434円（④）＝ -30円
俸給の追給時に30円を差し引く

２　地域手当に対応する額の差額

（減額の総額に係る差額 ）

改正前の減額の総額  2,644円（①） - 改正後の減額の総額 2,688円（③） = -44円

（地域手当に係る減額すべき額の差額）

減額の総額に係る差額（-44円） -　俸給に係る減額すべき額の差額 (-30円) = -14円
地域手当の追給時に14円を差し引く

1,344円42銭

　　　　

平成２７年４月１日以降に係る給与を減額された職員の
                           　　 俸給月額等が給与法等に基づき改定された場合の例

1,321円96銭 →　1,322円

38.75時間

38.75時間

（仮定条件）
※減額される時間は２時間とする。
※扶養手当は支給されないものとする。
※年齢は55歳未満とする。
※経過措置額は支給されないものとする。

（円未満四捨五入）

1,344円 × 2時間　＝　2，688円（減額の総額）

（円未満四捨五入）
38.75時間

     （円未満切捨て）

38.75時間

1,201円78銭

204,300円

→　1,202円

減額の総額に係る差額 -俸給に対応する額の差額 = 地域手当に対応する額の差額

（円未満四捨五入）

1,322円 × 2時間　＝　2，644円（減額の総額）

201,800円

（円未満四捨五入）

　

1,216円67銭 →　1,217円
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２
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９
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２
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９
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２
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0
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２
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0
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４
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％
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％
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の

充
当

額

所
 
　
 
　
 
属

住
 
　
 
　
 
所

氏
 
　
 
　
 
名
（
生
年
月
日
）

地
域
手
当

％
年
　
月
　
日

異
動

に
伴

う
広
域
異
動
手
当

手
当

特
地
勤
務
手
当

に
準
ず
る
手
当

変
 
更
 
所
 
属

変
 
更
 
住
 
所

住
民

税
５
月
以
前

６
月

７
月
以
降

年
　
　
月
　
　
日
生

月
割

額

一
般

老
人

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

配 偶 者 の 有 無 有 ・ 無

一
般

の
扶

　
養

親
　

族

特
　

定
扶

　
養

親
　

族
同

　
居

老
親

等
そ

の
他

老
人

扶
養

親
族

扶  養  控  除  等  申  告  関  係

申 告 の 有 無 有 ・ 無

変
 更

月
 日

控
除

対
象

配
 偶

 者

従
た

る
給

与
か

ら
控

除
す

る
控

除
対

象

配
偶

者
と

扶
養

親
族

と
の

合
計

額

月
　

　
日

月
　

　
日

該
当

者
等

該
当

を
○

で
囲

む

一
般

の
障

害
者

本
人

･
配

･
扶

(
人

)

特
別

障
害

者

本
人

･
配

･
扶

(
人

)

同
居

特
別

障
害

者

配
･

扶
(

人
)

老
年

者

寡
婦

･
特

別
の

寡
婦

･寡
夫

勤
労

学
生

前
年

の
年

末
調

整
に

基
づ

き
過

納
額

繰
り

越
し

た
過

不
足

税
額

不
足

額

（
略

）

（
略
）

Cの
額

Bの
額

Dの
額

（
略

）

（
略

）

A'
の
額
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